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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第１部 

第１章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)区民の責務 

…（略）… 

キ 家族その他の緊急連絡を要する者との連絡手段の確保 

○区民は、次に掲げる事項について、自ら風水害に備えるよう努めな

ければならない。                                     

ア 江戸川区の地理的特性や浸水等の風水害リスクの確認                                                                                                              

イ 水害ハザードマップによる自宅などの浸水想定や浸水継続時間な

どの確認                                                                                                   

ウ 台風情報や気象予測、公共交通機関などの情報、区からの避難情

報などの収集・確認                                                                                                 

エ 大規模水害が予想されるときの広域避難先や避難方法などの確認                                                                                                

オ 広域避難が難しい場合などの避難先となる地域防災拠点や待避施

設（小中学校等）の場所や経路などの確認                                                                                              

カ 非常持ち出し品や十分な備蓄品の事前準備                                                                                                     

キ 日頃からの家族や近隣住民との避難計画などの情報共有  

 

５ 指定公共機関の役割 

 

 

 

 

 

 

 

(２)区民の責務 

…（略）… 

キ 家族その他の緊急連絡を要する者との連絡手段の確保 

（新設）                           

            

                         

                                 

     

                               

          

                               

                               

                   

                     

                                                

 

５ 指定公共機関の役割 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

第１節 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

８ 協力協定団体等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人口 

 

８ 協力協定団体等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人口 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人口・世帯・面積 （令和７年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 都市構造 

（３）中高層建築物 

…（略）… 

本区の中高層化率は、21.5％（東京都都市整備局「東京の土地

利用 令和３年東京都区部」）となっており、区部の平均値

（31.2％）より低い値を示している。 

（６）道路 

…（略）… 

本区には、幹線道路や身近な生活道路など約 1,160 ㎞に及ぶ道路

があり、道路率は約 23％（区陸域比）と比較的高い。一方、都市

の骨格を形成する都市計画道路は、延長 129km のうち、令和 6 年

4 月時点で 81％にあたる 104km が完成しているが、放射線や環状

線が概ね完成しているのに対して区内各地域を連携する補助線等の

完成率が 75％という状況である。 

 

（１）人口・世帯・面積 （令和５年４月１日現在） 

 

４都市構造 

（３）中高層建築物 

…（略）… 

本区の中高層化率は、21.0％（平成 28 年度調査）     

               となっており、区部の平均値

（30.1％）より低い値を示している。 

（６）道路 

…（略）… 

本区には、幹線道路や身近な生活道路など約 1,150 ㎞に及ぶ道路

があり、道路率は約 23％（区陸域比）と比較的高い。一方、都市

の骨格を形成する都市計画道路は、延長 129km のうち、令和５年

４月時点で 79％にあたる 102km が完成しているが、放射線や環

状線が概ね完成しているのに対して区内各地域を連携する補助線等

の完成率が 72％という状況である。 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 

第１章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、災害に強い街づくりを更に進めるため、平成元年度より

区施行による都市計画道路の整備に取り組んでおり、国１路線約

1.2km、都３路線約 2.3km とともに、現在７路線約 7.8km の事業

を進めている。 

 

３ 津波 

…（略）… 

（削除）                         

                          水門を 

閉鎖の条件では、浸水区域はないものの、区内において満潮時、最

大で T.P.+2.24ｍの津波高が予測され、江東区では最大 T.P.+2.63ｍ

の津波高が予測されている。      

 

第１章 区民と地域の防災力向上 

■対策の体系と実施機関 

 

そこで、災害に強い街づくりを更に進めるため、平成元年度より

区施行による都市計画道路の整備に取り組んでおり、国１路線約

1.2km、都３路線約 2.0km とともに、現在７路線約 9.5km の事業を

進めている。 

 

３ 津波 

…（略）… 

水門開放の条件では、葛西臨海公園付近で最大の津波高が

T.P.+1.92ｍになり、中葛西周辺の一部が浸水する。一方、水門を

閉鎖の条件では、浸水区域はないものの、区内において満潮時、最

大で T.P.+2.24ｍの津波高が予測された。(追加)                

                     

 

第１章 区民と地域の防災力向上 

■対策の体系と実施機関 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

第４節 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21 

 

 

 

 

23 

 

 

 

 

 

24 

２ 防災意識の啓発 

（３）消防署による対策 

…（略）… 

④ 「防火防災巡回」及び「住まいの防火防災診断 」（要配慮者宅

を中心に各家庭を訪問し、防火防災上の安全性の確認や住宅用防災

機器の設置等に関する指導助言を行うこと）を通じて防火防災意識

の啓発を図る。 

…（略）… 

（５）東京ガスグループ    による広報 

…（略）… 

（６）東日本電信電話（株）東京東支店による広報 

 

３ 防災教育・防災訓練の充実 

…（略）… 

④ 女性防火組織、消防少年団及び幼年消防クラブを育成指導す

る。 

 

…（略）… 

（１）女性、学生などの対象に応じたリーフレットや消防団を紹介

するホームページの活用など、多様な手法で消防団をＰＲし、入団

等を促進する。また、大規模災害団員などの制度の活用、消防団

員の活動環境の整備、消防団の相互連携体制の構築等を進める。 

…（略）… 

（２）防災対策上重要な施設の事業所防災計画 

２ 防災意識の啓発 

（３）消防署による対策 

…（略）… 

④ （追加）          「防火防災診断 」（要配慮者宅

を中心に各家庭を訪問し、防火防災上の安全性の確認や住宅用防災

機器の設置等に関する指導助言を行うこと）を通じて防火防災意識

の啓発を図る。 

…（略）… 

（５）東京ガスネットワーク（株）による広報 

…（略）… 

（６）ＮＴＴ東日本（株）       による広報 

 

３ 防災教育・防災訓練の充実 

…（略）… 

④ 女性防火組織、消防少年団及び幼年消防クラブの活動を支援す

る。 

 

…（略）… 

（１）女性、学生などの対象に応じたリーフレットや消防団を紹介

するホームページの活用など、多様な手法で消防団をＰＲし、入団

等を促進する。（追加）                    

                               

…（略）… 

（２）防災対策上重要な施設の事業所防災計画 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

第２章 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 

 

 

 

 

都市ガス、電気、鉄道等、高速道路及び通信の防災対策上重要な施

設（削除）      を管理する事業所は、事業所防災計画を

作成する。 

 

第２章 防災都市づくり 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 災害に強い都市づくりの推進 

（２）都市計画道路の整備 

…（略）…加えて、都県境を越えた道路ネットワークの形成により

都市間の連携が強化され、災害時の広域的な物資調達、広域避難や

救援・救護活動などの円滑な対応実現に寄与し、防災性が向上する

都県境橋梁３橋（放射 16 号線、補助 143 号線、補助 286 号線、う

ち補助 143 号線は事業化済）の早期整備に向け、東京都（削除）

などの関係機関と調整を進める。 

（３）木密地域不燃化 10 年プロジェクト 

…（略）…なお、木密地域不燃化 10 年プロジェクトは、令和３年

３月 31 日に終了したが、具体的な施策のうち、不燃化特区制度の

活用と特定整備路線の整備については、取組を令和 12 年度まで延

長し、引き続き、整備地域の防災性の向上を強力に進めていく。 

都市ガス、電気、鉄道等、高速道路及び通信の防災対策上重要な施

設（６業種 32 事業所） を管理する事業所は、事業所防災計画を

作成する。 

 

第２章 防災都市づくり 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 災害に強い都市づくりの推進 

（２）都市計画道路の整備 

…（略）…加えて、都県境を越えた道路ネットワークの形成により

都市間の連携が強化され、災害時の広域的な物資調達、広域避難や

救援・救護活動などの円滑な対応実現に寄与し、防災性が向上する

都県境橋梁３橋（放射 16 号線、補助 143 号線、補助 286 号線、う

ち補助 143 号線は事業化済）の早期整備に向け、東京都・千葉県

などの関係機関と調整を進める。 

（３）木密地域不燃化 10 年プロジェクト 

…（略）…なお、木密地域不燃化 10 年プロジェクトは、令和３年

３月 31 日に終了したが、具体的な施策のうち、不燃化区制度の活 

用と特定整備路線の整備については、取組を５年間      延

長し、引き続き、整備地域の防災性の向上を強力に進めていく。 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全な市街地の整備と再開発 

（１）市街地再開発事業 

…（略）… 

本区では、これまで市街地再開発事業等の共同化事業を実施して

おり、（削除）南小岩七丁目西地区が事業完了、南小岩六丁目地

区、平井五丁目駅前地区及びＪＲ小岩駅北口地区が事業中、南小岩

七丁目駅前    地区と船堀四丁目地区が事業化準備中である。 

（２）土地区画整理事業 

…（略）… 

本区では、これまでの組合施行・東京都施行・区施行により約

1,267ha に及ぶ区域が完成し、（削除） ３地区 13.8ha（南小岩七

丁目、上篠崎一丁目北部、東葛西九丁目）で事業中であり、１地区

約 4.8ha（篠崎駅西部）で事業化準備中である。 

 

３ その他の防災まちづくり 

（３）都市防災不燃化促進事業 

区は、都が定める防災都市づくり推進計画の方針において避難

地、避難路、延焼遮断帯の整備が必要な木造住宅密集地内のうち、

（削除）        特定整備路線（補助 142 号線、補助 143

号線、補助 144 号線）及び不燃化特区の重点整備地域である南小

岩南部・東松本付近地区における補助 285 号線（南小岩）の沿道

30ｍの区域を「不燃化促進区域」として指定し、火災時の安全な

避難路を確保するとともに、火災の燃え広がりを防ぐための延焼遮

断帯の整備を進める。 

２ 安全な市街地の整備と再開発 

（１）市街地再開発事業 

…（略）… 

本区では、これまで市街地再開発事業等の共同化事業を実施して

おり、現在、 南小岩七丁目西地区が事業完了、南小岩六丁目地

区、平井五丁目駅前地区及びＪＲ小岩駅北口地区が事業中、南小岩

七丁目（追加）地区と船堀四丁目地区が事業化準備中である。 

（２）土地区画整理事業 

…（略）… 

本区では、これまでの組合施行・東京都施行・区施行により約

1,267ha に及ぶ区域が完成し、現在、 ３地区 13.8ha（南小岩七

丁目、上篠崎一丁目北部、東葛西九丁目）で事業中であり、１地区

約 4.8ha（篠崎駅西部）で事業化準備中である。 

 

３ その他の防災まちづくり 

（３）都市防災不燃化促進事業 

区は、都が定める防災都市づくり推進計画の方針において避難

地、避難路、延焼遮断帯の整備が必要な木造住宅密集地内のうち、

都市防災不燃化促進事業の特定整備路線（補助 142 号線、補助 143

号線、補助 144 号線）及び不燃化特区の重点整備地域である南小岩

南部・東松本付近地区における補助 285 号線（南小岩）の沿道 30

ｍの区域を「不燃化促進区域」として指定し、火災時の安全な避難

路を確保するとともに、火災の燃え広がりを防ぐための延焼遮断帯

の整備を進める。 
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第２節 
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31 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 防災空間の確保 

（１）公園等の整備 

区内の公園充足率※１は 92.3％（令和６年４月） であり、まだ

公園不足地域※２が存在している。区は、公園不足地域の解消に向

けた公園等の整備に取り組む。 

 

２ 建築物の耐震化の促進 

（１）民間建築物の耐震化 

…（略）… 

また、「江戸川区耐震改修促進計画」（令和３年３月改定 ）に基

づき、各種イベントや、地域における相談会等を通じて耐震化の意

識の啓発を図っている。 

…（略）… 

（２）公共建築物の耐震化 

「江戸川区耐震改修促進計画」（令和３年３月改定）に基づき、

防災上重要な区公共建築物の耐震化を実施し、100％の耐震化が完

了している。 

 

４ 家具類の転倒・落下・移動防止 

…（略）… 

（５）家具類の転倒・落下・移動防止対策 

…（略）… 

 

 

４ 防災空間の確保 

（１）公園等の整備 

区内の公園充足率※１は 84.5％（令和４年４月） であり、まだ

公園不足地域※２が存在している。区は、公園不足地域の解消に向

けた公園等の整備に取り組む。 

 

２ 建築物の耐震化の促進 

（１）民間建築物の耐震化 

…（略）… 

また、「江戸川区耐震改修促進計画」（平成２０年に策定）に基

づき、各種イベントや、地域における相談会等を通じて耐震化の意

識の啓発を図っている。 

…（略）… 

（２）公共建築物の耐震化 

「江戸川区耐震改修促進計画」（平成 28 年３月改定）に基づき

防災上重要な区公共建築物の耐震化を実施し、100％の耐震化が完

了している。 

 

４ 家具類の転倒・落下・移動防止 

…（略）… 

（５）家具類の転倒・落下・移動防止対策 

…（略）… 
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第３節 

 

 

 

 

 

 

第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区は、保有施設におけるオフィス家具類の転倒・落下・移動防止

対策の実施状況調査を行い、結果を公表するなど、防止対策を推進

する。また、希望する 65 歳以上の熟年者のみの世帯（障害者のみ

の世帯で自力で取り付けが困難な世帯を含む。） に対し、ボラン

ティアを派遣し、家具の転倒防止器具を取り付ける。 

 

１ 液状化対策の強化 

…（略）… 

（２）インフラ施設等の被害防止 

…（略）…また、都水道局は、液状化危険度や耐震継手化の進捗

等を踏まえ、都の被害想定で震災時の断水率が高いと想定される

地域について、優先的に水道管路を耐震継手管に取り替える。 

 

２ 出火、延焼等の防止 

（１）火気使用設備器具等の安全化 

（削除）都内では膨大な数の火気使用設備・器具が使用されてお

り、過去の地震の被害状況からみて、地震時に火気使用設備・器具

等から出火する危険性は極めて高いと考えられる。 

…（略）… 

（２）電気器具からの出火防止（削除）           

地震時の電気器具や配線からの出火を防止するため、信頼性の高い

安全装置（感震機能付住宅用分電盤等）の設置を指導する。区は都

と連携して感震ブレーカーの普及啓発を行い、出火防止対策の推

進を図る。 

区は、保有施設におけるオフィス家具類の転倒・落下・移動防止

対策の実施状況調査を行い、結果を公表するなど、防止対策を推進

する。また、希望する 65 歳以上の熟年者のみの世帯（追加）   

                        に対し、ボ

ランティアを派遣し、家具の転倒防止器具を取り付ける。 

 

１ 液状化対策の強化 

…（略）… 

（２）インフラ施設等の被害防止 

…（略）…また、都水道局は、都の被害想定で震災時の断水率が

高い地域を取替優先地域と位置づけ、当該地域の耐震継手化を優

先的に進める。                        

 

２ 出火、延焼等の防止 

（１）火気使用設備器具等の安全化 

現在、 都内では膨大な数の火気使用設備・器具が使用されてお

り、過去の地震の被害状況からみて、地震時に火気使用設備・器具

等から出火する危険性は極めて高いと考えられる。 

…（略）… 

（２）電気器具からの出火防止（感震ブレーカーの配布等） 

地震時の電気器具や配線からの出火を防止するため、信頼性の高い

安全装置（感震機能付住宅用分電盤等）の設置を指導する。区は都

と連携して感震ブレーカーの配布   を行い、出火防止対策の推

進を図る。 
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35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

…（略）… 

（４）住民指導の強化 

…（略）… 

〈出火防止等に関する備えの主な指導事項〉 

…（略）… 

②対震自動消火装置付火気器具の点検・整備及びガス漏れ警報器、

漏電しゃ断器、感震ブレーカーなど出火を防ぐための安全な機器

の普及 

…（略）… 

⑦地震から身を守るための「地震に対する 10 の備え」や 「地震

その時 10 のポイント」の周知徹底 

 

３ 初期消火体制の強化 

(1) 消火器の配備 

区は、大地震の発生と同時に起こると想定される多発火災

を、区民の協力によって初期段階で迅速・的確に消火活動が

できるよう消火器の地域配備を推進する。 

① 東京都震災対策条例等に基づき地震火災及び平常火災の

発生時における初期消火対策の一環として、江戸川区消火

器設置基準（令和７年４月１日施行）により区内 60～100

ｍメッシュに１本を基準として配備する。 

 

４ 火災の拡大防止 

（６）地域防災体制の確立 

…（略）… 

（４）住民指導の強化 

…（略）… 

〈出火防止等に関する備えの主な指導事項〉 

…（略）… 

②対震自動消火装置付火気器具の点検・整備及びガス漏れ警報器、

漏電しゃ断器、（追加）    など出火を防ぐための安全な機器

の普及 

…（略）… 

⑦地震から身を守るための（追加）          「地震

その時 10 のポイント」の周知徹底 

 

３ 初期消火体制の強化 

(2) 消火器の配備 

区は、大地震の発生と同時に起こると想定される多発火災

を、区民の協力によって初期段階で迅速・的確に消火活動が

できるよう消火器の地域配備を推進する。 

① 東京都震災対策条例等に基づき地震火災及び平常火災の

発生時における初期消火対策の一環として、江戸川区消火

器設置基準（令和２年４月１日施行）により区内 60～120

ｍメッシュに１本を基準として配備する。 

 

４ 火災の拡大防止 

（６）地域防災体制の確立 
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第 3 章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 

 

 

 

 

 

 

…（略）… 

③要配慮者対策 

消防署、熟年相談室（地域包括支援センター）、町会・自治会は

連携し、要配慮者を対象とするきめ細かな「住まいの（削除）防

火防災診断」及び「防火防災巡回」 を実施する。 

 

第３章 交通・ライフライン施設等の安全化 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国道 

…（略）… 

①所管施設の耐震性については、…（略）… 

また、定期点検等により橋梁の状態を把握して評価し、予防的

な修繕等を進め、橋梁の長寿命化とライフサイクルコストの縮減

を図りつつ、重要な道路ネットワークの安全性・信頼性を確保す 

るために長寿命化計画を策定し、橋梁の維持管理に取り組んでい

る。 

 

…（略）… 

③要配慮者対策 

消防署、熟年相談室（地域包括支援センター）、町会・自治会は

連携し、要配慮者を対象とするきめ細かな「（追加） 総合的な防

火防災診断」（追加）       を実施する。 

 

第３章 交通・ライフライン施設等の安全化 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国道 

…（略）… 

①所管施設の耐震性については、…（略）… 

また、震災点検等を行い、道路施設の耐震性並びに質的向上を

図っている。（削除及び追加）                  
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第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都管理河川の整備 

…（略）… 

（４）耐震対策事業 

平成７年１月の阪神・淡路大震災を契機に、…（略）… 

そして、平成 23 年３月の東日本大震災を契機に、想定し得る最

大級の地震への対策を開始し、（削除）令和３年 12 月に策定した

「東部低地帯の河川施設整備計画（第二期）」に基づき、中川、新

中川、旧江戸川の堤防の耐震対策、水門・排水機場等の耐震・耐水

対策を実施している。 

 

１ 水道 

都水道局では、水道施設の耐震化や管路の耐震継手化の推進を

図るとともに、バックアップ機能強化対策等を推進する。詳細な

取組内容は次のとおりである。 

（１）水道施設の耐震化の推進 

震災時における水道施設の被害を最小限にとどめ、給水を可能な

限り確保するため、浄水場や給水所等の耐震化について、浄水処

理の系列ごとに工事を進め、施設の能力低下を可能な限り抑制す

るほか、隣接する給水所の同時施工を避けるなど、計画的に進め

ていく。また、その他の水道施設についても耐震化を一層推進す

る。 

 

 

 

２ 都管理河川の整備 

…（略）… 

（４）耐震対策事業 

平成７年１月の阪神・淡路大震災を契機に、…（略）… 

そして、平成 23 年３月の東日本大震災を契機に、想定し得る最

大級の地震への対策を開始し、現在、令和３年 12 月に策定した

「東部低地帯の河川施設整備計画（第二期）」に基づき、中川、新

中川、旧江戸川の堤防の耐震対策、水門・排水機場等の耐震・耐水

対策を実施している。 

 

１ 水道 

都水道局では、震災時における水道施設の被害を最小限にとど

め、給水を可能な限り確保するため、浄水場や給水所等の耐震化

について、それぞれの重要度や更新時期等に配慮しながら、計画

的に進めていく。また、その他の水道施設についても耐震化を一

層推進する。 

また、管路については、区の避難所や主要な駅などの重要施設

への供給ルートの耐震継手化は完了しており、引き続き都の被害

想定で震災時の断水率が高い地域を取替優先地域と位置づけ、当

該地域の耐震継手化を重点的に進める。            
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43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）管路の効果的な耐震継手化の推進 

管路については、より効果的に地域全体の断水被害を軽減するた

め、都の被害想定で震災時の断水率が高いと想定される地域の耐

震継手化を重点的に進め、令和 10 年度までに解消する。 

（３）バックアップ機能の強化 

震災などで個別の施設が停止しても給水が継続できるよう、導水

施設の二重化、広域的な送水管のネットワーク化などを進め、水

道施設全体としてのバックアップ機能を強化する。 

（４）自家用発電設備の新設・増強 

大規模停電時や電力使用が厳しく制限された場合においても、安

定的に給水を確保できるよう、浄水場等に自家用発電設備を新

設・増強し運用に必要な電力を確保する。 

 

２ 下水道 

…（略）… 

都下水道局は区からの協議に基づき、仮設トイレの設置が可能な

マンホールの指定を拡大していく。また、災害により下水道の使用

制限や使用自粛の協力を要請する場合、都下水道局は報道機関への

情報提供や区と連携して広報活動を実施する。令和５年 12 月に

「ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト upgradeⅠ」が公表、「東京都豪

雨対策基本方針」が改定され、都下水道局では、下水道施設の耐

水化のレベルアップを推進する。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 下水道 

…（略）… 

都下水道局は区からの協議に基づき、仮設トイレの設置が可能な

マンホールの指定を拡大していく。また、災害により下水道の使用

制限や使用自粛の協力を要請する場合、都下水道局は報道機関への

情報提供や区と連携して広報活動を実施する。（追加）                         
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第４章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 応急対応力の強化 

■対策の体系と実施機関 

 

５ 関係機関の訓練 

（１）東日本電信電話（株）東京東支店の防災訓練 

東日本電信電話（株）東京東支店は、地震発生後の措置につい

て、毎年１回以上防災訓練を実施する。 

〈東日本電信電話（株）東京東支店の防災訓練〉 

…（略）… 

（５）東京ガスグループ     の防災訓練 

各事業所は、ガス供給施設または、ガス供給上の事故による二次

災害の防止を目的として緊急事故対策及び震災など非常時の緊急措

置について、日常の業務を通じて訓練を実施する。 

また、区及び消防署等の防災機関が実施する大規模な地震を想定

した総合的な防災訓練に参加し、ガス施設に対する応急復旧対策措

置の訓練を実施する。 

第４章 応急対応力の強化 

■対策の体系と実施機関 

 

５ 関係機関の訓練 

（１）ＮＴＴ東日本         の防災訓練 

ＮＴＴ東日本         は、地震発生後の措置につい

て、毎年１回以上防災訓練を実施する。 

〈ＮＴＴ東日本         の防災訓練〉 

…（略）… 

（５）東京ガスネットワーク（株）の防災訓練 

各事業所は、ガス供給施設または、ガス供給上の事故による二次

災害の防止を目的として緊急事故対策及び震災など非常時の緊急措

置について、日常の業務を通じて訓練を実施する。 

また、区及び消防署等の防災機関が実施する大規模な地震を想定

した総合的な防災訓練に参加し、ガス施設に対する応急復旧対策措

置の訓練を実施する。 
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第２節 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 

第１節 

 

 

 

 

47 

 

  

 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

 

49 

 

  

 

50 

 

 

 

〈東京ガスグループ     の防災訓練〉 

…（略）… 

１ 江戸川区業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

区は、本区に最も被害が及ぶと想定される首都直下地震や大規

模水害が発生した場合に優先すべき災害対応業務や最低限実施し

なければならない通常業務の整理を行い、職員が迅速に対応できる

よう江戸川区業務継続計画（震災編）を平成 26 年度に策定し、令

和５年度には内容の見直し、事前防災業務等を含む、業務継続計

画（水害編）を令和５年度に策定を行った。 

 

１ 防災無線の整備 

（１）江戸川区防災行政無線 

…（略）… 

（削除）屋外受信装置は半径 250ｍの範囲に１基を基準に、区内

全域をカバーできるよう整備されている。 

 

第５節 広域連携体制の構築 

区は、災害時において都や周辺区市及び相互支援の協定自治体と

の円滑な協力が得られるよう相互の協力体制を構築する。 

 

１ 医療体制の整備 

（１）協定等の見直し 

区は、江戸川区医師会、江戸川区歯科医師会、江戸川区薬剤師

会、  江戸川区柔道整復師会等と協定を締結しているが、震災の教

〈東京ガスネットワーク（株）の防災訓練〉 

…（略）… 

１ 江戸川区業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

区は、本区に最も被害が及ぶと想定される首都直下地震（追加） 

      が発生した場合に優先すべき災害対応業務や最低限実施し

なければならない通常業務の整理を行い、職員が迅速に対応できる

よう江戸川区業務継続計画（追加） を平成 26 年度に策定し、平

成 30 年度には内容の見直しを行った。（追加）       

                    

 

１ 防災無線の整備 

（１）江戸川区防災行政無線 

…（略）… 

現在、 屋外受信装置は半径 250ｍの範囲に１基を基準に、区内

全域をカバーできるよう整備されている。 

 

第５節 広域連携体制の構築 

区は、災害時において都や周辺区市（追加）         と

の円滑な協力が得られるよう相互の協力体制を構築する。 

 

１ 医療体制の整備 

（１）協定等の見直し 

区は、江戸川区医師会、江戸川区歯科医師会、江戸川区薬剤師会

及び江戸川区柔道整復師会等と協定を締結しているが、震災の教訓
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 

 

 

 

52 

 

 

 

 

53 

 

 

 

 

 

 

訓や新たな緊急医療救護所の設置体制を踏まえ、協定の見直しを行

う。 

…（略）… 

（３）緊急医療救護所の設置体制 

区は江戸川区医師会等の協力の下、災害発生時に災害拠点病院

前、災害拠点連携病院前及び災害医療支援病院前に緊急医療救護所

を設置する体制を構築している。 

 

１ 遺体収容所の運営体制の整備 

…（略）… 

（３）死体調査（検視）・検案未実施遺体の一時保存等の取扱いに

関する事項 

２ 遺体収容所の指定 

…（略）… 

（３）死体調査（検視）・検案場所も確保可能な一定の広さを有す

る施設 

 

第６章 帰宅困難者対策の整備 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

や新たな緊急医療救護所の設置体制を踏まえ、協定の見直しを行

う。 

…（略）… 

（３）緊急医療救護所の設置体制 

区は江戸川区医師会等の協力の下、災害発生時に災害拠点病院

前、災害拠点連携病院前、 災害医療支援病院前に緊急医療救護所

を設置する体制を構築している。 

 

１ 遺体収容所の運営体制の整備 

…（略）… 

（３）遺体調査（検視）・検案未実施遺体の一時保存等の取扱いに

関する事項 

２ 遺体収容所の指定 

…（略）… 

（３）遺体調査（検視）・検案場所も確保可能な一定の広さを有す

る施設 

 

第６章 帰宅困難者対策の整備 

■対策の体系と実施機関 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第７章 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56 

 

 

 

 

 

 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58 

 

 

 

 

 

第７章 避難体制の整備 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

５ 広域避難の備え 

区は、災害時において、避難者の他地区への移送等、都や周辺

区市との円滑な協力が得られるよう、相互の協力体制の確立を図

る。 

１ 避難所・避難場所等の指定 

…（略）… 

（５）避難場所の指定 

都は、震災時に延焼火災が発生した場合における人命の安全を確

保するため、東京都震災対策条例 に基づき、避難場所を指定して

いる。 

…（略）… 

３ 活動拠点施設 

…（略）… 

第７章 避難体制の整備 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

５ 広域避難の備え 

区は、災害時において、被災者の他地区への移送等、都や周辺 

区市との円滑な協力が得られるよう、相互の協力体制の確立を図

る。 

１ 避難所・避難場所等の指定 

…（略）… 

（５）避難場所の指定 

都は、震災時に延焼火災が発生した場合における人命の安全を確

保するため、（追加）震災対策条例 に基づき、避難場所を指定して

いる。 

…（略）… 

３ 活動拠点施設 

…（略）… 
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第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※避難場所は、東京都都市整備局「震災時火災における避難場所・地区内残留地区等の指定

（区部）2022 年度版」より  

 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

区は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に

自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難

の確保を図るため特に支援を要する者（避難行動要支援者）の名

簿を作成し、避難の支援、安否の確認等を実施する。 

（１）名簿に掲載する者の範囲 

高齢者、要介護者、障害者、難病患者等（施設等への入所者を

除く）のうち、一定の要件（名簿対象者は、「第４部 初動応急計

画【震災編】第６章 要配慮者対策」の対象要件を参照）に該当す

る者について掲載する。 

（２）名簿の記載事項 

（削除）                           

     

                                

                

 

（追加）                                   

               

 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

区は、避難に際して特に支援を要する者（避難行動要支援者）

について、地域での日頃からの関係構築、及び発災後の安否確認

のため、事前に名簿を作成しておく。                

                         

（１）名簿に掲載する者の範囲 

高齢者、要介護者、障害者、難病患者等（施設等への入所者を

除く）のうち、一定の要件（追加）                 

                         に該当す

る者について掲載する。 

（２）名簿の作成方法 

区が通常業務で把握している対象者の個人情報を集約して作成

する。 

 必要があると認められるときは、法令に基づいて東京都等に対

象者の情報提供を依頼する。 
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避難行動要支援者の氏名、生年月日、性別、住所または居所、連

絡先、避難支援等を必要とする事由、その他区が必要と認める事項

を記載する。 

（３）名簿の更新 

名簿に掲載する者及びその情報は、毎年 1 回以上  更新す

る。 

…（略）… 

（４）名簿の提供 

 名簿情報を提供することについて本人の意向を確認し、災害の

発生に備え、又は災害発生時の避難支援等の実施に必要な限度で

平常時から名簿の提供を行う。 

①警察・消防への提供 

 避難支援や発災後の救出・救護活動等への名簿活用のため、名

簿を提供する。 

②避難所等への提供 

 避難支援や発災後の安否確認等への名簿活用のため、区立小・

中学校等の避難所や福祉避難所に名簿を提供する。 

③町会・自治会等地域団体への提供 

避難行動要支援者と地域団体との平常時からの関係構築のた

め、民生・児童委員及び町会・自治会、自主防災組織等へ個人情

報等に配慮しながら名簿を提供する。 

（５）名簿の適正な管理 

名簿には     氏名、生年月日、性別、住所または居所、連

絡先、避難支援等を必要とする事由、その他区が必要と認める事項

を掲載する。 

（３）名簿の更新 

名簿に掲載する者及びその情報は、毎年 1 回（追加） 更新す

る。 

…（略）… 

（新設） 
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61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名簿提供先と「江戸川区避難行動要支援者名簿情報の提供に関

する協定」を締結し、名簿管理責任者、鍵のかかる保管場所等の

必要事項を決定する。 

区は、提供先に対し、必要以上の名簿複製の禁止や秘密保持義

務等の名簿管理に関する原則について啓発し、定期的に管理状況

の報告を受ける。 

（６）名簿活用の啓発 

 区は、平常時及び災害時の名簿の活用について要領等を作成

し、個人情報に配慮した活用方法に関する啓発を行う。 

 

（削除） 

（削除） 

 

２ 個別避難計画の作成 

区は、名簿情報に係る避難行動要支援者の避難支援等を実施す

るための計画を作成するよう努める。 

作成にはケアマネージャーや相談支援専門員等の福祉専門職の

協力を得ながら、民生委員や社会福祉協議会、自主防災組織や町

会・自治会等と連携しつつ、地域の特性や実情を踏まえた実効性

のある避難支援等がなされるよう、個別避難計画を作成してい

く。 

（※個別避難計画＝在宅人工呼吸器使用者においては「災害時個

別支援計画」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 避難行動要支援者名簿の事前提供 

３ 避難行動要支援者名簿の管理 

 

５ 避難支援等関係者と連携した個別避難計画の策定 

区は、民生委員や社会福祉協議会、自主防災組織や町会・自治

会、福祉事業者等に避難行動要支援者と避難支援等関係者の打合

せの調整、避難支援等関係者間の役割分担の調整等を行うコーデ

ィネーターとしての協力を得て、それらの者と連携しつつ、地域

の特性や実情を踏まえた実効性のある避難支援等がなされるよ

う、個別避難計画の策定を進める。 

（※個別避難計画＝在宅人工呼吸器使用者においては「災害時個

別支援計画」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江戸川区地域防災計画令和７年度修正（案）新旧対照表【本冊】 

※部・章及び頁は令和５年度版の数字です。 

資料４ 



- 21 - 

 

 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 避難支援における安全確保等の周知 

避難行動要支援者への避難支援のためには支援者及びその家族

の安全確保が前提であること、及び名簿掲載者を助けられない場

合があることを避難行動要支援者及び避難支援等関係者に周知す

る。 

 

４ 避難行動要支援者システムの導入 

 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を管理するシステムを

導入し、即時性かつ実効性のある避難支援を行う。 

                              

                              

 

５ 区の支援体制の整備（削除）            

区は、要配慮者が避難した場合に、要配慮者情報の集約や避難生

活の支援について、地域の専門職（保健師、助産師）や福祉団体、

福祉事業者等と連携できるよう協力体制を構築する。 

また、ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、ＤＰＡＴ、医療チームなど区外の支

援を受け入れる体制を構築する。 

（削除）                              

                                  

                                  

                                  

                                  

         

４ 避難支援等の安全確保の措置 

支援には支援者及びその家族の安全が前提であること、及び名

簿掲載者を助けられない場合があることを避難行動要支援者及び

避難支援等関係者に周知する。                     

        

 

６ 個別避難計画の作成について 

 個別避難計画の作成対象者は「第４部 初動応急計画【震災

編】」の避難所体系図を参照。 

令和５年度を目標にケアマネージャー等の協力を得ながら、避難

行動要支援者の個別避難計画の作成を進める。 

 

７ 区の支援体制の整備（災害要配慮者支援課の新設） 

区は、要配慮者が避難した場合に、要配慮者情報の集約や避難生

活の支援について、地域の専門職（保健師、助産師）や福祉団体、

福祉事業者等と連携できるよう協力体制を構築する。 

また、ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、ＤＰＡＴ、医療チームなど区外の支

援を受け入れる体制を構築する。 

区は令和５年度、災害時に自力による避難や在宅での避難生活

が困難な高齢者や障害者などの支援を強化するため、福祉部内に

「災害要配慮者支援課」を新設した。危機管理部及び子ども家庭

部、健康部にも「災害要配慮者支援係」を新たに設置し、乳幼児

や妊産婦など円滑な避難が困難な要配慮者の支援を全庁挙げて推

進していく。 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第８章 

第３節 

 

 

 

 

第４節 

 

 

 

 

 

 

第 10 章 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

63 

 

 

 

 

 

64 

 

 

 

 

 

 

66 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

２ 備蓄倉庫の整備 

…（略）… 

地区防災計画もしくは同等の防災計画を有する町会・自治会におい

ては、計画に基づいた防災備蓄倉庫を公園管理者と協議のうえ区

立公園に設置することができる。 

 

２ 緊急通行車両等の事前申請 

区は、庁用車について発災前に緊急通行車両であることの確認

を受け、標章と緊急通行車両確認証明書の交付を受ける。また、

災害時協力協定団体に対し、各団体が保有する車両かつ災害時応

急対策や緊急輸送に使用する計画のある車両についても事前確認

申請を指導する。 

 

第 10 章 区民生活安定化のための体制整備 

■対策の体系と実施機関 

 

 

１ 罹災証明書発行体制   

区は、都が推奨する「被災者生活再建支援システム」を導入し

た。 

 

２ 備蓄倉庫の整備 

…（略）… 

地区防災計画もしくは同等の防災計画を有する町会・自治会にお

いては、計画に基づいた防災備蓄倉庫を（追加）      区

立公園に設置することができる。 

 

２ 緊急通行車両等の事前届出 

区は、庁用車について公安委員会へ緊急通行車両等事前届出を

行う。                             

また、災害派遣等の民間車両について証明書の発行方法等を検

討する。                            

         

 

第 10 章 区民生活安定化のための体制整備 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 罹災証明（追加）発行体制 

区は、都が推奨する「被災者生活再建支援システム」を導入す

る。 
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第 11 章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）災害時トイレ対応の普及啓発 

区は、仮設トイレ等の設置箇所や備蓄等をあらかじめ区民に周知

し、防災訓練等を通じて災害用トイレに関する知識や新聞紙とレジ

袋等を利用して大便を通常ごみとして処理する方法などの普及啓発

に努める。また、要配慮者の利用を想定して、車椅子使用者対応

トイレ等の設置、一般トイレの洋式化、育児・介助者同伴や性別

に関わらず利用できる男女共用トイレ等の設置などバリアフリー

化に努める。 

 

２ 河川・海岸の改修 

（１）関東地方整備局荒川下流河川事務所 

…（略）… 

高規格堤防整備事業については、都市再開発や区画整理事業と調

整しながら実施しており、平井七丁目地区(一部を除く)は平成 16

年度に、また、小松川地区は平成 27 年度に整備を完了している。 

（２）関東地方整備局江戸川河川事務所 

江戸川は利根川の派川であり、利根川水系利根川・江戸川河川整

備計画（平成 25 年５月策定、令和２年３月変更）に基づき事業を

実施しており、引き続き、堤防の断面不足解消等を図っていく。  

         高規格堤防の整備については北小岩一丁目地区が

平成 29 年度に完成しており、現在、篠崎公園地区において都立篠

崎公園の高台化、区の土地区画整理事業と一体的な整備を鋭意進め

ている。 

 

（３）災害時トイレ対応の普及啓発 

区は、仮設トイレ等の設置箇所や備蓄等をあらかじめ区民に周知

し、防災訓練等を通じて災害用トイレに関する知識や新聞紙とレジ

袋等を利用して大便を通常ごみとして処理する方法などの普及啓発

に努める。（追加）                               

                                 

                                 

         

 

２ 河川・海岸の改修 

（１）関東地方整備局荒川下流河川事務所 

…（略）… 

高規格堤防整備事業については、都市再開発や区画整理事業と調

整しながら実施しており、平井七丁目地区(追記)   は平成 16

年度に、また、小松川地区は平成 27 年度に整備を完了している。 

（２）関東地方整備局江戸川河川事務所 

江戸川は利根川の派川であり、利根川水系利根川・江戸川河川整

備計画（平成 25 年５月策定、令和２年３月変更）に基づき事業を

実施しており、今後、河道掘削及び堤防の断面不足解消・質的強

化を図っていく。高規格堤防の整備については北小岩一丁目地区

が平成 29 年度に完成しており、現在、篠崎公園地区において都立

篠崎公園の高台化、区の土地区画整理事業と一体的な整備を鋭意進

めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江戸川区地域防災計画令和７年度修正（案）新旧対照表【本冊】 

※部・章及び頁は令和５年度版の数字です。 

資料４ 



- 24 - 

 

 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 
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３ 高台避難地の確保 

…（略）… 

都管理河川である旧江戸川・新中川沿川の公園については、堤防

強化にもつながる高台化を可能な箇所から進めていく。なお、江戸

川二丁目地区では、東京都のスーパー堤防事業と併せて防災公園を

整備し、東部交通公園として供用した。同様に、江戸川四丁目地区

についても、スーパー堤防整備と併せて高台の防災公園を整備す

る。なお、江戸川四丁目地区は、既設の防災船着場もあることか

ら、水上輸送基地として災害時に様々な活動拠点として使用でき

る大型の屋根付き休憩所の整備や、様々な活動スペースとしても

使用できる日陰たな等の設置など更なる防災機能の強化、活用を

図る    。 

 

１ 防潮事業 

…（略）… 

（２）現況 

都江東治水事務所所管の河川管理施設は、水門 12 か所・閘門１

か所・樋門２か所及び排水機場５か所であるが、江戸川区管内の施

設は次のとおりである。 

【水門・樋門】今井水門 （削除）  新川東樋門 

【排水機場】 新川排水機場  木下川排水機場 

（３）事業内容 

新中川下流端の今井水門は、（削除）        平常時は

開扉のままとし、新川上流端の新川東樋門（第二樋門）は勤務時

３ 高台避難地の確保 

…（略）… 

都管理河川である旧江戸川・新中川沿川の公園については、堤防

強化にもつながる高台化を可能な箇所から進めていく。なお、江戸

川二丁目地区では、東京都のスーパー堤防事業と併せて防災公園を

整備し、東部交通公園として供用した。同様に、江戸川四丁目地区

についても、スーパー堤防整備と併せて高台の防災公園を整備す

る。なお、江戸川四丁目地区は、既設の防災船着場もあることか

ら、（追加）                                       

                                  

                 更なる防災機能の強化、活用を

検討していく。 

 

１ 防潮事業 

…（略）… 

（２）現況 

都江東治水事務所所管の河川管理施設は、水門 13 か所・閘門１か

所・樋門２か所及び排水機場５か所であるが、江戸川区管内の施設

は次のとおりである。 

【水門・樋門】今井水門 新川東水門 新川東樋門 

【排水機場】 新川排水機場  木下川排水機場 

（３）事業内容 

新中川下流端の今井水門、新川上流端の新川東水門は、平常時

は開扉のままとし、（追加）        新川東樋門は勤務時
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第３節 
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間外には閉鎖する。（新川東樋門（第一樋門）は、スーパー堤防工

事のため休止中。）  

高潮等の警戒態勢時の操作は、施設ごとに定められた操作基準及

び操作条件に従って操作する。新川排水機場は、平常時旧江戸川の

河川水を新川東樋門から導入し、新川の浄化を図りながら A.P.＋

0.5ｍを保つように排水操作を行う。（新川東樋門（第一樋門）は、

スーパー堤防工事のため休止中。）  

 

１ 下水道の整備 

（１）都下水道局 

下水道普及率は、概成 100％に達している。 

内水氾濫による被害を防止するため、時間 75 ミリ降雨に対応する

下水道施設整備を行う。 

 

２ 内水の対策 

（１）内水対策の強化 

 （削除）                       市

街化に伴う浸透能力の低下や下水道の排水能力を超える近年の集中

豪雨等に対応するため、道路や公園整備、学校改築等の機会を捉え

た雨水貯留施設の整備、既設下水道の改善、透水性舗装等の内水対

策を推進する。 

（２）土のうステーションの設置 

間外には閉鎖する。（新川東水門、新川東樋門は、耐震工事のため

閉鎖中。）       

高潮等の警戒態勢時の操作は、施設ごとに定められた操作基準及

び操作条件に従って操作する。新川排水機場は、平常時旧江戸川の

河川水を新川東樋門から導入し、新川の浄化を図りながら A.P.＋

0.5ｍを保つように排水操作を行う。（新川東樋門は、耐震工事の

ため閉鎖中。）            

  

１ 下水道の整備 

（１）都下水道局 

下水道普及率は、概成 100％に達している。 

浸水を防除するため、必要に応じて雨水貯留施設の整備を行う。  

          

 

２ 内水の対策 

（１）内水対策の強化 

 時間雨量 50 ㎜に対応する公共下水道整備は完了しているが、市

街化に伴う浸透能力の低下や下水道の排水能力を超える近年の集中

豪雨等に対応するため、道路や公園整備、学校改築等の機会を捉え

た雨水貯留施設の整備、既設下水道の改善、透水性舗装等の内水対

策を推進する。 

（２）土のうステーションの設置 
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第 12 章 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

 

第３部 

第１章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82 

 

 

 

 

 

 

83 

 

短時間で局地的な大雨をもたらすゲリラ豪雨や台風などによる浸

水被害を未然に防ぐため、誰でも利用できる土のうステーションの

配備を推進する。（令和６年４月１日現在：47 か所設置） 

 

第 12 章 風水害に強い都市施設づくり 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 下水道施設 

（１）下水道施設の整備 

内水氾濫リスクが高い地区を重点化し、幹線や貯留施設など基

幹施設の整備を推進している。       

 

１ 江戸川区災害対策本部 

災害対策本部組織図 

・管理統括者 

 「地域防犯防災課長」 

「災害要配慮者支援課長」 

「産業振興課長」 

 

（４）各部の所掌事務 

…（略）… 

短時間で局地的な大雨をもたらすゲリラ豪雨や台風などによる浸

水被害を未然に防ぐため、誰でも利用できる土のうステーションの

配備を推進する。（令和５年４月１日現在：46 か所設置） 

 

第 12 章 風水害に強い都市施設づくり 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 下水道施設 

（１）下水道施設の整備 

特に、浸水の危険性が高い対策促進地区に重点を置き、幹線や

ポンプ所など基幹施設の整備を推進している。 

 

１ 江戸川区災害対策本部 

災害対策本部組織図 

・管理統括者 

「地域防災課長」 

（追加） 

「産業経済課長」 

 

（４）各部の所掌事務 

…（略）… 
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…（略）… 

 

１ 職員の参集 

（２）本部関係職員 

…（略）… 

キ 遺体収容所開設・運営（生活援護管理・第一・二・三 

課の指定を受けた職員） 

…（略）… 

ソ 物資配送拠点開設・運営（産業経済部の指定を受けた職員） 

タ 住基システム維持・復旧（マイナンバー推進課の指定を受け

た職員） 

チ 児童相談所運営（子ども家庭部の指定を受けた職員） 

 

 

 

 

 

 

 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

１ 職員の参集 

（２）本部関係職員 

…（略）… 

キ 遺体収容所開設・運営（生活援護（追加）第一・二・三課の指

定を受けた職員） 

…（略）… 

ソ 物資配送拠点開設・運営（産業経済課の指定を受けた職員） 

（追加） 
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ツ 災害ボランティア対応（江戸川区社会福祉協議会、えどがわ

ボランティアセンターの指定を受けた職員） 

テ 現金・有価証券出納管理（会計課の指定を受けた職員） 

 

２ 災害対策本部の設置 

（１）本部長室 

…（略）… 

ウ 管理統括者 （防災危機管理課長、地域防犯防災課長、災害要

配慮者支援課長、企画課長、財政課長、ＤＸ推進課長、広報課

長、計画課長、財産活用課長、新庁舎整備課長、建設技術課長、職

員課長、秘書課長、産業振興課長） 

 

（３）緊急医療救護所（災害拠点病院前(東京臨海病院、江戸川病

院、森山記念病院)、災害拠点連携病院前(松江病院、岩井整形外科

病院、タムス東京さくら病院江戸川 、葛西昌医会病院、江戸川メ

ディケア病院)、災害医療支援病院前（京葉病院、葛西中央病院、

東京心臓不整脈病院、同愛会病院、一盛病院、東京東病院、小松川

病院、江戸川共済病院、森山脳神経センター病院））（※詳細は資料

編を参照） 

…（略）… 

① 緊急医療救護所開設・運営の構成員は、次のものとする。 

ア 開設リーダー … 区職員の開設・運営責任者 

※原則、健康部の（削除）  職員より選任する 

イ サブリーダー … 区職員の開設・運営副責任者 

 

 

 

 

２ 災害対策本部の設置 

（１）本部長室 

…（略）… 

ウ 管理統括者 （防災危機管理課長、地域防災課長、（追加）        

企画課長、財政課長、ＤＸ推進課長、広報課長、計画課長、財産活

用課長、新庁舎整備課長、建設技術課長、職員課長、秘書課長、産

業経済課長） 

 

（３）緊急医療救護所（災害拠点病院前(東京臨海病院、江戸川病

院、森山記念病院)、災害拠点連携病院前(松江病院、岩井整形外科

病院、東京さくら病院      、葛西昌医会病院、江戸川メ

ディケア病院)、災害医療支援病院前（京葉病院、葛西中央病院、

東京心臓不整脈病院、同愛会病院、一盛病院、東京東病院、小松川

病院、江戸川共済病院、森山脳神経センター病院））（※詳細は資料

編を参照） 

…（略）… 

① 緊急医療救護所開設・運営の構成員は、次のものとする。 

ア 開設リーダー … 区職員の開設・運営責任者 

※原則、健康部の専門・技術系職員より選任する 

イ サブリーダー … 区職員の開設・運営副責任者 
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94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※原則、健康部の（削除）  職員より選任する 

 

３ 職員の役割 

（１）災害対策本部（防災センター） 

危機管理部（本部要員） 

地域防犯防災課長 

地域防犯防災課職員 

災害要配慮者支援課長 

災害要配慮者支援課職員 

産業振興課長 

(産業振興課職員) 

(経営支援課職員) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※原則、健康部の専門・技術系職員より選任する 

 

３ 職員の役割 

（１）災害対策本部（防災センター） 

危機管理部（本部要員） 

地域防災課長 

地域防災課職員 

（追加） 

（追加） 

産業経済課長 

(産業経済課職員) 

（追加） 
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２ 災害対策本部の職員配備 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害対策本部の職員配備 

…（略）… 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

99 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の表のとおり、各配備態勢の検討に着手し、態勢発令の判

断にあたっては、以下の気象予報などを考察のうえ総合的に判断

する。 

①大雨等による河川の氾濫、内水氾濫で区内に浸水のおそれがあ

る場合 

②東京管区気象台ホットライン情報、台風の気象予報（予報円の

中心・半径、進行方向・速度、中心気圧、最大風速、最大瞬間風

速、暴風警戒域、予測降雨量、潮位）等 

③特別警報、警報、注意報などの気象情報発令の見直し 

④過去の類似気象事例における災害発生状況 

※江東５区及び鉄道など計画運休の状況等を鑑み、発令のタイミ

ングを調整する 

 

１ 平常時連絡系統 

…（略）… 

万が一、異常を発見若しくは都より連絡が入った場合には、防災危

機管理課長・地域防犯防災課長・災害要配慮者支援課長が直ちに

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 平常時連絡系統 

…（略）… 

万が一、異常を発見若しくは都より連絡が入った場合には、防災危

機管理課長（追加）                が直ちに
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４部 

第１章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

102 

 

 

 

103 

 

 

 

 

 

106 

 

危機管理部長へ報告し（必要に応じて区長報告有）、以降の態勢に

ついて検討する。 

 

【平常時連絡系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定される対策の流れ【震災】 

関係機関（フェーズ１） 

○死体調査（検視）・検案 

 

●初動期の様相 

…（略）… 

区内の至る所で液状化現象が発生し、砂や水が噴き出す。それに

よりマンホールの浮上   や道路、橋梁での段差、住宅・塀の

傾きが生じる。 

 

…（略）… 

■対策の現状 

危機管理部長へ報告し（必要に応じて区長報告有）、以降の態勢に

ついて検討する。 

 

【平常時連絡系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定される対策の流れ【震災】 

関係機関（フェーズ１） 

○遺体調査（追加）・検案 

 

●初動期の様相 

…（略）… 

区内の至る所で液状化現象が発生し、砂や水が噴き出す。それに

よりマンホールの抜け上がりや道路、橋梁での段差、住宅・塀の 

傾きが生じる。 

 

…（略）… 

■対策の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

各部長 

防災危機管理課長 

 
危機管理部 

 

警備員室 

都
総
務
局
総
合
防
災
部 

東京都防災行政無線等 

（勤務時間内） 

（勤務時間外） 

危機管理部長 

報告 

報告 

連絡 

協議 
指示 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107 

 

 

 

 

 

 

108 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 区では、区民に（削除）情報を提供する江戸川区防災行政無

線（固定系）をはじめとした 17 通りの情報発信手段や、現場との

情報を伝達するための江戸川区防災行政無線（移動系）及びＭＣＡ

無線を整備している。（削除）                        

                   

 

１ 通信手段 

…（略）… 

（４）自営通信網 

区独自の通信網により、区役所～避難所等との情報連絡を行う。  

      

…（略）… 

２ 情報の収集・整理 

（２）災害情報の収集 

区は、次の手段によって、災害情報を収集する。 

① テレビ・ラジオによる報道情報 

② 高所カメラ（本庁、タワーホール船堀等）・防災用カメラ・河

川カメラによる被害、火災発生等の被害概略情報（一部ＡＩ機能

を活用） 

③ 防災情報システム（ＴＵＭＳＹ）・無線・災害時優先電話等 

による公共施設、避難所からの報告 

④ 各部の現地調査等による被害状況 

⑤ 警察署、消防署その他関係機関からの通報 

⑥ 区民からの通報 

○ 区では、区民に一斉に情報を提供する江戸川区防災行政無線

（固定系）をはじめとした 17 通りの情報発信手段や、現場との 

情報を伝達するための江戸川区防災行政無線（移動系）及びＭＣＡ

無線を整備している。また、東部南西支援通信隊（アマチュア無

線）との協定を締結している。 

 

１ 通信手段 

…（略）… 

（４）アマチュア無線 

協定団体の協力を求め、区と区内のアマチュア無線局と情報連

絡を行う。 

…（略）… 

２ 情報の収集・整理 

（２）災害情報の収集 

区は、次の手段によって、災害情報を収集する。 

① テレビ・ラジオによる報道情報 

② 高所カメラ（本庁、タワーホール船堀等）（追加）        

       による被害、火災発生等の被害概略情報（追加）  

         

③ （追加）            無線・災害時優先電話等

による公共施設、避難所からの報告 

④ 各部の現地調査等による被害状況 

⑤ 警察署、消防署その他関係機関からの通報 

⑥ 区民からの通報 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

第２節 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

 

 

 

 

 

 

 

 

109 

 

 

 

 

110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

112 

 

 

 

 

 

⑦ ＡＩ緊急情報システム（Ｓｐｅｃｔｅｅ）を利用したＳＮＳ

からの情報収集 

 

１ 災害報告 

（２）報告の方法 

原則として、東京都災害情報システム（ＤＩＳ）による報告。  

   

 

２ 広報・広聴 

（１）相談窓口の設置 

区は、区役所及び各事務所に相談窓口を開設し、区民の死亡者状

況の提供、申請手続きや生活相談、問い合わせ等への対応を行

い、区民からの情報を収集する。 

（２）コールセンターの設置 

区は、一般電話での通話が可能な場合は、区役所内にコールセン

ターを設置し、区民等からの通報や死亡者情報など問い合わせに

対応する。 

 

第２章 消火・救助救急・危険防止 

■対策の体系と実施機関 

 

⑦ （追加）                         

          

 

１ 災害報告 

（２）報告の方法 

原則として、東京都災害情報システム（ＤＩＳ）への入力によ

る。 

 

２ 広報・広聴 

（１）相談窓口の設置 

区は、区役所及び各事務所に相談窓口を開設し、区民の死亡者状

況の提供、申請手続きや生活相談、問い合せ 等への対応を行い、

区民からの情報を収集する。 

（２）コールセンターの設置 

区は、一般電話での通話が可能な場合は、区役所内にコールセン

ターを設置し、区民等からの通報や死亡者情報など問い合せ に対

応する。 

 

第２章 消火・救助救急・危険防止 

■対策の体系と実施機関 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

114 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…（略）… 

■対策の現状 

○ 地域の消火・救助活動の核として江戸川、小岩、葛西の３消防

団が結成され、消防署と連携した活動体制が構築されている。 

○ 自主防災組織結成率は、現在 95％を越えており、地域防災訓

練は、毎年約 200 回超、約 20,000 人を超える区民が参加してい

る。また、39 隊の区民消火隊が結成されている。 

 

２ 救助・救急活動 

（１）特別救助隊及び救急隊が連携し、救助・救急資機(器)材を活

用して組織的な人命救助・救急活動を行う。 

（２）消防ヘリコプターやドローンを活用し、航空隊や即応対処

部隊による情報収集、災害規模に応じた航空消防機動部隊等の効

果的な部隊投入による救助活動等の各活動を行う。 

（３）救助・救急活動に必要な重機、救急資器材等に不足を生じ

た場合は、関係事業者との協定等に基づく迅速な調達を図り、実効

性のある活動を行う。 

（４）救急活動にあたっては、緊急医療救護所が開設されるまで

の間、消防署に仮救護所を設置するとともに、救助・救急現場に現

場救護所を設置し、医療関係機関、消防団員、災害時支援ボランテ

ィア等と連携し、救急資器材等を有効に活用して傷病者の救護に当

たる。 

（５）救急救命士等のトリアージに基づき、緊急度の高い傷病者

を最優先とし、救急車等を活用して、医療機関へ迅速に搬送する。 

…（略）… 

■対策の現状 

○ 地域の消火・救助活動の核として江戸川、小岩、葛西の３消防

団が結成され、消防署と連携した活動体制が構築されている。 

○ 自主防災組織結成率は、現在 95％を越えており、地域 

防災訓練は、毎年約 200 回超、約 20,000 人を超える区民が参加し

ている。また、41 隊の区民消火隊が結成されている。 

 

２ 救助・救急活動 

（１）特別救助隊及び救急隊が連携し、救助・救急資機(器)材を活

用して組織的な人命救助・救急活動を行う。 

（追加）                          

                              

                       

（２）救助・救急活動に必要な重機、救急資器材等に不足を生じた

場合は、関係事業者との協定等に基づく迅速な調達を図り、実効性

のある活動を行う。 

（３）救急活動にあたっては、緊急医療救護所が開設されるまでの

間、消防署に仮救護所を設置するとともに、救助・救急現場に現場

救護所を設置し、医療関係機関、消防団員、災害時支援ボランティ

ア等と連携し、救急資器材等を有効に活用して傷病者の救護に当た

る。 

（４）救急救命士等のトリアージに基づき、緊急度の高い傷病者を

最優先とし、救急車等を活用して、医療機関へ迅速に搬送する。 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

第６節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

117 

 

 

 

 

118 

 

 

 

 

119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

121 

（６）警視庁、自衛隊、東京ＤＭＡＴ、自主防災組織等と連携協

力し、救助・救急の万全を期する。 

 

３ 海上交通安全の確保 

（２）航路障害物の除去 

航行船舶の障害となる漂流障害物のうち所属巡視艇により除去で

きるものは除去する。              

 

５ 海上における行方不明者の捜索。死体の検死等 

（２）海上漂流死体を発見した場合は、都及び警察と協議して定め

られた岸壁に搬送し、警察とともに死体調査（検視）等所要の措

置を行った後、区市町村に処理を引き継ぐ。 

 

第３章 医療救護 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 初動医療体制 

（５）警視庁、自衛隊、東京ＤＭＡＴ、自主防災組織等と連携協力

し、救助・救急の万全を期する。 

 

３ 海上交通安全の確保 

（２）航路障害物の除去 

航行船舶の障害となる漂流障害物のうち所属巡視艇により除去で

きるものは除去し、東京港管理事務所に引き継ぐ。 

 

５ 海上における行方不明者の捜索。死体の検死等 

（２）海上漂流死体を発見した場合は、都及び警察と協議して定め

られた岸壁に搬送し、警察とともに検視      等所要の措

置を行った後、区市町村に処理を引き継ぐ。 

 

第３章 医療救護 

■対策の体系と実施機関 

 

２ 初動医療体制 
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第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

123 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125 

 

 

 

 

 

 

 

（３）緊急医療救護所の設置 

〈緊急医療救護所設置予定箇所〉 

タムスさくら病院江戸川前 

 

１ 避難者への保健活動 

区は、保健活動早期実施のため、被災状況等の情報収集、分析、

関係部署と情報共有を行い、保健活動方針の決定を行う。その上

で、医療救護受援施設（健康サポートセンター）を管轄地域におけ

る巡回健康相談等の保健衛生活動の拠点とし、保健師・管理栄養

士、歯科衛生士その他必要な職種からなる保健活動班を編成して避

難所に派遣又は画像通信により、避難所における健康相談、地域

における在宅避難者への巡回健康相談、車中泊に起因するエコノミ

ークラス症候群の注意喚起の他、インフルエンザや麻しんなどの流

行状況等を踏まえ、医療救護班との連携による予防接種の計画及び

指導、その他必要な保健活動を行う。 

 

２ 防疫活動 

…（略）… 

食品衛生指導班 

避難所等において、避難所運営者及び避難者が食品の安全を確

保できるよう、以下の助言・指導・啓発等を行うとともに、食中

毒発生時に対応する。 

①炊飯所、弁当・給食調理場等の衛生確保 

②食品保管場所における衛生確保 

（３）緊急医療救護所の設置 

〈緊急医療救護所設置予定箇所〉 

東京さくら病院前 

 

１ 避難者への保健活動 

区は、保健活動早期実施のため、被災状況等の情報収集、分析、

関係部署と情報共有を行い、保健活動方針の決定を行う。その上

で、医療救護受援施設（健康サポートセンター）を管轄地域におけ

る巡回健康相談等の保健衛生活動の拠点とし、保健師・管理栄養

士、歯科衛生士その他必要な職種からなる保健活動班を編成して避

難所に派遣し         、避難所における健康相談、地域

における在宅避難者への巡回健康相談、車中泊に起因するエコノミ

ークラス症候群の注意喚起の他、インフルエンザや麻しんなどの流

行状況等を踏まえ、医療救護班との連携による予防接種の計画及び

指導、その他必要な保健活動を行う。 

 

２ 防疫活動 

…（略）… 

食品衛生指導班 

江戸川保健所長等の指揮のもとに、食品の安全を確保するとと

もに、避難者に対する食品の衛生的な取り扱いの指導等を行う。           

①炊飯所、弁当・給食調理場等の衛生確保 

②食品集積所の衛生確保 

③避難所の食品衛生指導 
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第４章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

125 

 

 

 

 

126 

 

 

 

 

 

 

 

 

③生活上での食品衛生確保 

④その他食品に起因する危害発生の防止方法 

⑤避難所食料物資班による食品衛生管理体制の確立 

⑥食品の衛生確保、日付管理等の徹底 

⑦手洗い励行 

⑧調理器具の洗浄・消毒と使い分けの徹底 

⑨残飯、廃棄物等の適正処理の徹底 

⑩食品、調理器具類等の適正な保管、取扱方法 

⑪塩素系消毒薬の濃度調整と使用方法 

 

環境衛生指導班 

避難所運営者が避難所の飲料水や生活環境を衛生的に保てるよ

う、以下の助言・指導を行う。 

①給水する飲料水の消毒効果の確認（削除） 

 

第４章 避難対策 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

…（略）… 

④その他食品に起因する危害発生の防止方法 

⑤食中毒発生時の対応 

⑥避難所における食品取扱管理者の設置促進等、食品衛生管理体

制の確立 

⑦食品の衛生確保、日付管理等の徹底 

⑧手洗いの励行 

⑨調理器具の洗浄殺菌と使い分けの徹底徹底 

⑩残飯、廃棄物等の適正処理の徹底 

⑪情報提供 

⑫殺菌、調整 

環境衛生指導班 

避難所運営者が避難所の飲料水や生活環境を衛生的に保てるよ

う、以下の助言・指導を行う。 

①給水する飲料水の消毒効果の確認を行う 

 

第４章 避難対策 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

…（略）… 
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129 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対策の現状 

○ 避難所 111 か所（小・中学校、都立高校等）と避難所補完施

設 40 か所を指定している。 

…（略）… 

○ 避難所では、できるだけ要配慮者や女性等に配慮した支援を行

う。避難行動要支援者ではないが、避難所生活が困難な要配慮者

等（削除）は、協定避難施設（ホテル等）を使用して対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対策の現状 

○ 避難所 112 か所（小・中学校、都立高校等）と避難所補完施設

40 か所を指定している。 

…（略）… 

○ 避難所では、できるだけ要配慮者や女性等に配慮した支援を行

う。（追加）          避難所生活が困難な要配慮者等

については、福祉避難所を開設して対応する。        
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第４節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第１節 

133 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

135 
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第４節 福祉避難所・福祉避難室の開設 

１ 福祉避難所・福祉避難室の開設 

（１）福祉避難所・福祉避難室の開設 

区は、高齢者、障害者等、避難所での生活が困難な避難行動要

支援者に対して、福祉施設等を福祉避難所として開設する。ま

た、避難所の指定した教室等を福祉避難室として開設する。 

区は、避難行動要支援者の支援の必要度や福祉避難所・福祉避

難室の収容可能人数等を勘案し、予め福祉避難所・福祉避難室を

指定するものとし、指定された避難行動要支援者は直接避難をす

る。 

 

第５章 交通路の確保 

■対策の現状 

○ 区では、緊急道路障害物除去路線※   を指定し、災害復旧

協力会社との協定により発災直後に障害物の除去を行う体制を取っ

ている。（※詳細は資料編を参照 ） 

○ 警察では、第一次交通規制を行い、環状七号線から都心方向

への車両流入禁止等の措置をとる。その後、第二次交通規制として

その他の規制を行う。 

■対策の流れ 

〇道路障害物の除去 

・応急集積場所の設置 

 

１ 第一次交通規制 

第４節 福祉避難所（追加）  の開設 

１ 福祉避難所（追加）  の開設 

（１）福祉避難所の開設 

区は、高齢者、障害者等、避難所での生活が困難な要配慮者等 

   に対して、福祉施設等を福祉避難所として開設する。（追

加）                        

区は、要配慮者等    の支援の必要度や福祉避難所（追

加）の収容可能人数等を勘案し、予め福祉避難所（追加）   

を指定するものとし、指定された要配慮者等  は直接避難をす

る。 

 

第５章 交通路の確保 

■対策の現状 

○ 区では、緊急道路障害物除去路線（追加）を指定し、災害復旧

協力会社との協定により発災直後に障害物の除去を行う体制を取っ

ている。（追加）         

○ 警察では、第一次交通規制を行い、環状七号線内側     

 への車両流入禁止等の措置をとる。その後、第二次交通規制とし

てその他の規制を行う。 

■対策の流れ 

〇道路障害物の除去 

・一次集積場所の設置 

 

１ 第一次交通規制 
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警視庁は、発災直後は道路交通法に基づく第一次交通規制を実施

する。 

（１）環状七号線から都心方向への一般車両の流入禁止 

（２）環状八号線から都心方向への一般車両の流入抑制 

 

２ 第二次交通規制 

警視庁は、災害対策基本法に基づく第二次交通規制として、被災

地域・被災状況等の実態に応じて、第一次交通規制の７路線を優先

的に「緊急交通路」とするほか、その他の緊急交通路の指定を行

う。 

〈その他の「緊急交通路」の指定〉 

国道 1 号（第二京浜ほか）、国道 6 号（水戸街道ほか）、国道 14 号

（京葉道路）、国道 15 号（第一京浜ほか）、国道 17 号（新大宮バ

イパス）、国道 122 号（北本通りほか）、国道 254 号（川越街道ほ

か）、国道 357 号（湾岸道路）、都道 2 号（中原街道）、都道 4 号ほ

か（青梅・新青梅街道）、都道 7 号ほか（井の頭通り・五日市街

道・睦橋通り）、都道 312 号（目黒通り）、都道 315 号ほか（蔵前

橋通りほか）、国道 16 号（東京環状ほか）、国道 20 号（日野バイ

パスほか）、国道 139 号（旧青梅街道）、国道 246 号（大和厚木バ

イパス）、都道 9 号（稲城大橋通りほか）、都道 14 号（東八道

路）、都道 15 号ほか（小金井街道）、都道 17 号ほか（府中街道・

志木街道）、都道 18 号ほか（鎌倉街道ほか）、都道 20 号ほか（川

崎街道）、都道 29 号ほか（新奥多摩街道ほか）、都道 43 号ほか

（芋窪街道ほか）、都道 47 号ほか（町田街道）、都道 51 号（町田

警視庁は、発災直後は道路交通法に基づく第一次交通規制を実施

する。 

（１）環状七号線内側への一般車両の流入禁止 

（２）環状八号線内側への一般車両の流入抑制 

 

２ 第二次交通規制 

警視庁は、災害対策基本法に基づく第二次交通規制として、被災地

域・被災状況等の実態に応じて、第一次交通規制の７路線を（追

加） 「緊急交通路」とするほか、その他の緊急交通路の指定を行

う。 

〈その他の「緊急交通路」の指定〉 

第一京浜（国道 15 号）、第二京浜（国道１号）、中原街道、目黒通

り、青梅・新青梅街道、川越街道（国道 254 号）、北本通り（国道

122 号）、水戸街道（国道６号）、蔵前橋通り、京葉道路、井の頭通

り、三鷹通り、東八道路、小金井街道、志木街道、府中街道、芋

窪街道、五日市街道、中央南北線、八王子武蔵村山線、三ツ木八

王子線、新奥多摩街道、小作北通り、吉野街道、滝山街道、北野

街道、川崎街道、多摩ニュータウン通り、鎌倉街道、町田街道、

大和バイパス 
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第２節 
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厚木線）、都道 59 号（八王子武蔵村山線）、都道 121 号（三鷹通

り）、都道 153 号ほか（中央南北線ほか）、都道 158 号（多摩ニュ

ータウン通り）、都道 169 号ほか（新滝山・滝山・吉野街道）、都

道 173 号（北野街道）、都道 248 号ほか（新小金井街道）、都道

256 号（甲州街道） 

 

１ 緊急通行車両の確認 

災害対策基本法に規定する指定行政機関や災害時協力協定団体

が保有する車両で、かつ災害時応急対策や緊急輸送に使用する計 

画のある車両については、災害の発生前に確認申出をし、緊急通

行車両確認証明書と緊急通行車両確認標章の交付を受ける。交付

を受けた確認標章は、発災後、当該車両の前面（ダッシュボード

など）の外から見やすい箇所に掲示し、証明書は当該車両に備え

付けることにより、警察署が実施する交通検問所を通過できる。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 緊急通行車両の確認 

（１）区は、既に緊急通行車両の事前届出をしている車両につい

ては、公安委員会で標章の交付を受ける。応援車両など事前届出

をしていない車両については、公安委員会に確認申請書を提出

し、標章等の交付を受ける。 

（２） 警察署は、緊急通行車両等の確認を警察署並びに交通検問

所において行う。                  

２ 広域応援車両 

江戸川区への広域で受け入れる車両のうち、事前届出済証を所

持しているライフライン復旧などの広域応援の車両については、

その所管する道府県公安委員会から標章の交付を受けることがで

きる。 

ただし、やむを得ない場合は、届出済証の提示により都公安委

員会で標章の交付を受けることができる。 

なお、震災発生後において、緊急通行車両等以外であっても、社

会生活の維持に不可欠な車両または公益上通行させることがやむ

を得ないと認められる車両については、都公安委員会の決定に基

づき、通行禁止の対象から除外する。 
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第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

137 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

138 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 区内の道路障害物除去 

区は、緊急道路障害物除去路線に指定された道路について優先度順

に障害物除去を行う。なお、放置車両の移動に必要な手続きを行

い、道路啓開をすることで緊急車両の通行を確保する。その後、順

次一般道路へと移行する。障害物は、区立公園等を応急集積場所と

して設定する。障害物の除去作業は、災害復旧協力会社に要請す

る。 

２ 各道路の障害物の除去 

…（略）… 

警察署は、通行の妨害となっている車両その他の物件を道路管理

者と連携して排除するよう努める。            

         

 

第６章 要配慮者対策 

■対策の前提と課題 

○ これまでの災害における死者数のうち、高齢者や障害者など

の災害要配慮者が占める割合は高く、避難支援や迅速な救助のた

めの安否確認等が必要である。 

○ 区内には、要配慮者となる高齢者、障害者、難病患者、外国

人、乳幼児、妊産婦等が約 26 万人居住しており、避難誘導や避難

所生活での支援が必要となる。                

                              

                              

                              

１ 区内の道路障害物除去 

区は、緊急道路障害物除去路線に指定された道路について優先度順

に障害物除去を行う。なお、放置車両の移動に必要な手続きを行

い、道路啓開をすることで緊急車両の通行を確保する。その後、順

次一般道路へと移行する。障害物は、区立公園等を一次集積場所と

して設定する。障害物の除去作業は、災害復旧協力会社に要請す

る。 

２ 各道路の障害物の除去 

…（略）… 

警察署は、放置車両対策班を編成し、放置車両の排除にあたるほ

か、道路管理者及び防災関係機関に協力し、道路上の障害物除去

にあたる。 

 

第６章 要配慮者対策 

■対策の前提と課題 

○ 都の被害想定では、要配慮者の死者が 411 人と予想されてい

る。迅速な救助のための安否確認等が必要である。       

                 

○ 区内には、要配慮者となる高齢者や要介護者（75 歳以上で単

身、熟年者のみ及び要介護認定３、４、５など）が約 54,000 名、

身体障害者（肢体不自由、視覚・聴覚障害の身体障害者手帳所持

者）が約 11,800 名、知的障害者（愛の手帳所持者）が約 5,300

名、精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者）が約 8,000 名

居住しており、避難誘導や避難所生活での支援が必要となる。 
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第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

140 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 区では災害時に自ら避難することが困難で、円滑かつ迅速な

避難の確保を図るために特に支援を必要とする方を避難行動要支

援者と定め（対象要件は下表のとおり）、区内管轄警察署及び消防

署等と協力し避難支援を行う。 

 

 

 

１ 在宅要配慮者の支援 

民生・児童委員、自主防災組織及び町会・自治会は、在宅の要配

慮者の安否を確認し、避難が必要な場合は、最寄りの避難所まで避

難を支援する。 

区は、調査班    を設置して、避難所等において避難行動

要支援者名簿を支援者に提供し、安否確認を依頼する。安否確認を

した者から状況を把握し、行方不明者の救助、歩行困難者の搬送な

ど、必要な支援対策を実施する。 

 

○ 区では災害時に優先的に避難行動に支援を必要とする方を避

難行動要支援者と定め（対象要件は下表のとおり）、区内管轄警察

署及び消防署等と協力し避難支援を行う。           

                  

 

 

 

１ 在宅要配慮者の支援 

民生・児童委員、自主防災組織及び町会・自治会は、在宅の要配

慮者の安否を確認し、避難が必要な場合は、最寄りの避難所まで避

難を支援する。 

区は、要配慮者調査班を設置して、避難所等において避難行動

要支援者名簿を支援者に提供し、安否確認を依頼する。安否確認を

した者から状況を把握し、行方不明者の救助、歩行困難者の搬送な

ど、必要な支援対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江戸川区地域防災計画令和７年度修正（案）新旧対照表【本冊】 

※部・章及び頁は令和５年度版の数字です。 

資料４ 



- 45 - 

 

 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

 

 

第７章 

 

 

 

 

第８章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

141 

 

 

 

 

 

 

142 

 

 

 

 

145 

 

 

 

 

 

 

３ 園児等への支援 

…（略）… 

保育ママは、預かっている幼児の安全を確保するとともに、安否

を安否情報確認システムにより区に報告する。保育ママ宅での保

護が困難な場合は、予め指定した避難所等に移動する。 

第３節 福祉避難所等での支援 

区は、福祉施設や避難所等に福祉避難所及び福祉避難室を開設

し、個別避難計画に基づき、避難行動要支援者を受入れ、生活支

援を実施する。 

福祉避難所管理班は、支援に必要な物資及び人員の確保等、福

祉避難所及び福祉避難室の管理を行う。 

 

第７章 帰宅困難者対策 

■対策の現状 

○ 区では、東京都帰宅困難者対策条例、帰宅困難者（削除）心

得 10 か条等を周知している。 

 

第８章 応援要請 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

３ 園児等への支援 

…（略）… 

保育ママは、預かっている幼児の安全を確保するとともに、安否

を安否情報確認システムにより区に報告する。区は、安否が確認

できない場合は、訪問等により状況を確認する。   

第３節 福祉避難所 での支援 

区は、福祉施設等に福祉避難所を開設し、避難所での生活が困

難な要配慮者などを受入れ、要配慮者などの特性に合わせた生活

支援を実施する。 

要配慮者管理班 は、支援に必要な物資及び人員の確保等、福

祉避難所（追加） の管理を行う。 

 

第７章 帰宅困難者対策 

■対策の現状 

○ 区では、東京都帰宅困難者対策条例、帰宅困難者の    心

得 10 か条等を周知している。 

 

第８章 応援要請 

■対策の体系と実施機関 
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第１節 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

146 

 

 

 

 

 

 

 

151 

 

 

 

 

 

 

 

…（略）… 

■対策の方針 

発災直後から、都、協定締結機関等に応援を要請し、他自治体か

らの専門ボランティア等や救援物資を受け入れる体制を構築する。 

業務量が多く早急な受援が必要な、応急危険度判定、家屋等被害

認定調査、罹災証明書   の発行等については、事前に業務量

及び人員を算出し、速やかに応援要請が出来る体制を整える。 

 

３ 区市町村への応援要請 

〈自治体との協定〉 

 

 

 

■対策の体系と実施機関 

第２節 遺体の死体調査（検視）・検案・身元確認 

 

■対策の前提と課題 

…（略）… 

○ 最大 582 人の死者が想定されており、発災後数日間での死体

調査（検視）、検案、火葬が必要となる。速やかな遺体収容所の設

置、人員、棺・ドライアイス等の資器材の確保が重要である。 

 

■対策の現状 

…（略）… 

■対策の方針 

発災直後から、都、協定締結機関等に応援を要請し、他自治体か

らの専門ボランティア等や救援物資を受け入れる体制を構築する。 

業務量が多く早急な受援が必要な、応急危険度判定、家屋等被害

認定調査、罹災証明（追加） の発行等については、事前に業務量

及び人員を算出し、速やかに応援要請が出来る体制を整える。 

 

３ 区市町村への応援要請 

〈自治体との協定〉 

（追加） 

 

 

■対策の体系と実施機関 

第２節 遺体の検視・検案・身元確認 

 

■対策の前提と課題 

…（略）… 

○ 最大 582 人の死者が想定されており、発災後数日間での遺体調

査（検視）、検案、火葬が必要となる。速やかな遺体収容所の設

置、人員、棺・ドライアイス等の資器材の確保が重要である。 

 

■対策の現状 
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152 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

153 

 

 

 

 

○ 区では、死体調査（検視）・検案・安置を行うため遺体収容所

を３か所指定している。また、資器材等の確保について（一社）全

日本冠婚葬祭互助協会・(株)東京葬祭・(株)協和木工所と協定を締

結している。 

 

■対策の流れ 

○死体調査（検視）・検案・身元確認 

・死体調査（検視）・検案・身元確認 

 

第２節 遺体の死体調査（検視）・検案・身元確認 

１ 遺体収容所の設置 

（１）遺体収容所の設置 

区は、遺体収容所を設置し、都、警察署に報告し、区民に周知を

図る。遺体収容所には管理責任者を配置し、都等と連絡調整を実施

する。 

また、都及び警察署と連携のうえ、遺体収容所における死体調

査（検視）・検案体制を整備する。特に、遺体の腐敗防止の対策を

徹底する。 

 

２ 遺体収容所での活動 

（１）…（略）… 

警察署は、死体取扱班等を編成し、遺体収容所に派遣する。死

体取扱班は、警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関 

 

○ 区では、遺体調査（検視）・検案・安置を行うため遺体収容所

を３か所指定している。また、資器材等の確保について（一社）全

日本冠婚葬祭互助協会・(株)東京葬祭・(株)協和木工所と協定を締

結している。 

 

■対策の流れ 

○検視・検案・身元確認 

・検視・検案・身元確認 

 

第２節 遺体の調査・検案・身元確認 

１ 遺体収容所の設置 

（１）遺体収容所の設置 

区は、遺体収容所を設置し、都、警察署に報告し、区民に周知を

図る。遺体収容所には管理責任者を配置し、都等と連絡調整を実施

する。 

また、都及び警察署と連携のうえ、遺体収容所における遺体調査

（検視） ・検案体制を整備する。特に、遺体の腐敗防止の対策を

徹底する。 

 

２ 遺体収容所での活動 

（１）…（略）… 

警察署は、検視班  等を編成し、遺体収容所に派遣する。検

視班  は、（追加）                    
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第 10 章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

158 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する法律、検視規則、 死体取扱規則並びに「（削除）      

多数死体取扱要綱」等に基づき、遺体の死体調査（検視）及びこ

れに必要な措置を講ずる。 

…（略）… 

（５）火葬許可証等の発行 

区は、遺族等に引き渡された死体調査（検視）・検案を終えた遺

体について、遺体収容所等において死亡届を受け付ける。その後、

速やかに火葬許可証または特例許可証を発行する。 

 

２ 備蓄の供給 

…（略）… 

（２）都の備蓄 

都が区内に事前配置している備蓄物資は、都総務局長の承認を

得て区が輸送して配布する。 

 

３ 食料の調達及び供給 

災害発生当初の食料供給については備蓄物資を基本とするが、可

能な限り区内の小売店業者等から食料品、粉ミルク等を調達し、避

難所に供給する。また、区外の大規模小売店等からの食料品につい

ては、地域内輸送拠点（総合文化センター・葛西防災施設・小松

川防災施設）に輸送業者の協力を得て集積し、各避難所へ供給す

る。道路状況が改善し、多量の救援物資が搬入されてきたら、地域

内輸送拠点から避難所へ物資を供給する。食料供給が安定してき

た場合には、食品の多様化や高齢者等への配慮に努める。また、

       検視規則及び死体取扱規則並びに「大震災発生時

における多数死体取扱要綱」等に基づき、遺体の検視   及びこ

れに必要な措置を講ずる。 

…（略）… 

（５）火葬許可証等の発行 

区は、遺族等に引き渡された遺体調査（検視）・検案を終えた遺

体について、遺体収容所等において死亡届を受け付ける。その後、

速やかに火葬許可証または特例許可証を発行する。 

 

２ 備蓄の供給 

…（略）… 

（２）都の備蓄 

都が区内に事前配置している備蓄物資は、都福祉局長の承認を 

得て区が輸送して配布する。 

 

３ 食料の調達及び供給 

災害発生当初の食料供給については備蓄物資を基本とするが、可

能な限り区内の小売店業者等から食料品、粉ミルク等を調達し、避

難所に供給する。また、区外の大規模小売店等からの食料品につい

ては、地域内輸送拠点（総合文化センター・葛西防災施設（追

加）    ）に輸送業者の協力を得て集積し、各避難所へ供給す

る。道路状況が改善し、多量の救援物資が搬入されてきたら、地域

内輸送拠点から避難所へ物資を供給する。食料供給が安定してき

た場合には、食品の多様化や高齢者等への配慮に努める。（追加）                       
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第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

159 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食事の提供について、長期化に対応してメニューの多様化、適温

食の提供、栄養バランスの確保等、質の確保についても配慮す

る。（キッチンカーの活用等） 

区で調達が困難な場合は、都、協定締結自治体に供給を要請す

る。また、自衛隊に炊き出しを要請する。 

２ 飲料水の供給 

（５）仮設給水栓等の設置 

 

 

                                 

                                             

                          

区で調達が困難な場合は、都、協定締結自治体に供給を要請す

る。更に、自衛隊に炊き出しを要請する。 

２ 飲料水の供給 

（５）仮設給水栓等の設置 
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第５節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 章 

 

 

 

164 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

165 

 

 

 

２輸送拠点の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

第 11 章 建物対策 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後の課題 

効率的に食料や物資の配送整理等を実施するための民間配送業者

や輸送に必要なガソリン等の燃料供給のための燃料販売業者との

協力体制の整備が課題である。 

 

第 11 章 建物対策 

■対策の体系と実施機関 
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■対策の前提と課題 

…（略）… 

○ 全壊、半壊に一部損壊を含めると区内の全建物 132,000 

棟※   について、住家被害認定調査と罹災証明書発行が必要

になり、その事務量は膨大となる。 

 ※東京都都市整備局「東京の土地利用 令和３年東京都区部」よ

り  

…（略）… 

■対策の現状 

○ 区では、応急危険度判定を行うため、東京都建築士事務所協会

江戸川支部、東京建築士会江戸川支部、江戸川建設業協会と協定

を締結し、迅速な対応を行うための体制を構築している。 

…（略）… 

■対策の方針 

…（略）… 

 

■対策の前提と課題 

…（略）… 

○ 全壊、半壊に一部損壊を含めると区内の全建物約 132,000 棟

（追加）について、住家被害認定調査と罹災証明書発行が必要にな

り、その事務量は膨大となる。 

 ※（追加）                      

   

…（略）… 

■対策の現状 

○ 区では、応急危険度判定を行うため、東京都建築士事務所協会

江戸川支部、東京建築士会江戸川支部（追加）       と協定

を締結し、迅速な対応を行うための体制を構築している。 

…（略）… 

■対策の方針 

…（略）… 
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第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

167 

 

 

 

166 

 

 

 

 

167 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

168 

 

 

 

○ 供給主体である都等   との連携を整理し、早期の供給に努

める。応急仮設住宅の入居者選定に際しては、地域コミュニティの

維持を軸とするよう配慮する。 

 

■対策の流れ 

フェーズ２ 

○住宅の応急修理 

・緊急の修理 

 

３ 被災宅地の応急危険度判定 

宅地の被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、危険度を判定す

ることによって、二次災害を軽減・防止し区民の安全の確保を図

る。 

対象は、宅地造成等規制法第２条第１号に規定する宅地(農地、

採草放牧地及び森林並びに道路、公園、河川その他政令で定める

公共の用に供する施設の用に供されている土地以外の土地)のう

ち、住居である建築物の敷地及び区長が危険度判定の必要を認める

建築物の敷地並びにこれらに被害を及ぼすおそれのある土地が対象

となる。 

 

１ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

（２）応急修理の実施 

○ 供給主体である都（追加）との連携を整理し、早期の供給に努

める。応急仮設住宅の入居者選定に際しては、地域コミュニティの

維持を軸とするよう配慮する。 

 

■対策の流れ 

フェーズ３ 

○住宅の応急修理 

（追加）   

 

３ 被災宅地の応急危険度判定 

宅地の被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、危険度を判定す

ることによって、二次災害を軽減・防止し区民の安全の確保を図

る。 

対象は、宅地造成等規制法第２条第１号に規定する宅地(農地、

採草放牧地及び森林並びに道路、公園、河川その他（追加）   

公共の用に供する施設の用に供せられている土地以外の土地)のう

ち、住居である建築物の敷地及び区長が危険度判定の必要を認める

建築物の敷地並びにこれらに被害を及ぼすおそれのある土地が対象

となる。 

 

１ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

（２）応急修理の実施 
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第４節 

 

 

 

 

 

 

第 12 章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

170 

 

 

 

 

 

 

172 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法適用後は、都から委任された区が居室、炊事場、ト

イレ等生活上欠くことのできない部分の修理を行う。ただし、災害

救助法適用前においては区が必要に応じて行う。 

区は、都が災害時に作成する応急修理を行う業者（一般社団法人

東京都建設業協会、全国建設労働組合総連合東京都連合会、 一般

社団法人災害復旧職人派遣協会及び公益社団法人東京中小建築業

協会のあっせんする業者）のリストにより業者を指定し、その他の

事務に協力する。 

 

３ 建設型応急住宅の建設 

（１）構造 

①平屋建て・２階建ての軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハブ、木

造またはユニットとし、必要に応じて、集会所設置やバリアフリ

ー対応など、被災者コミュニティや高齢者・障害者世帯に配慮し

た設備・構造の住宅とする。 

 

第 12 章 衛生・清掃対策 

…（略）… 

■対策の前提と課題 

○ 震災がれきの排出量は 194.5 万トンと、通常の 17 年分に相当

する量が発生すると予測されており 、区内はほとんどが市街地の

ため、がれき置き場の不足、複数年にわたる処理期間が見込まれ

る。被災地復興のためには、早急ながれきの処理が必要である。 

…（略）… 

災害救助法適用後は、都         が居室、炊事場、ト

イレ等生活上欠くことのできない部分の修理を行う。ただし、災害

救助法適用前においては区が必要に応じて行う。 

区は、都が災害時に作成する応急修理を行う業者（一般社団法人

東京都建設業協会、全国建設労働組合総連合東京都連合会及び一般

社団法人災害復旧職人派遣協会（追加）                    

  のあっせんする業者）のリストにより業者を指定し、その他の

事務に協力する。 

 

３ 建設型応急住宅の建設 

（１）構造 

①平屋建て・２階建ての軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハブ、木

造またはユニットとし、必要に応じ、高齢者や障害者世帯に配慮

した設備・構造の住宅とする。                 

                

 

第 12 章 衛生・清掃対策 

…（略）… 

■対策の前提と課題 

○ 震災がれきの排出量は 221 万トン と、通常の 13 年分に相当

する量が発生すると予測されており 、区内はほとんどが市街地の

ため、がれき置き場の不足、複数年にわたる処理期間が見込まれ

る。被災地復興のためには、早急ながれきの処理が必要である。 

…（略）… 
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第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

173 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対策の方針 

○ 発災後、緊急道路障害物除去路線を優先して障害物を除去し、

一次仮置場（区立公園等）に搬入する。 

○ 倒壊住家のがれきは、できる限り仮置場を経由せず、災害時

協力協定団体等の廃棄物処理施設へ運搬することを原則とし、発

生量に対して収集運搬能力や処理能力が不足する場合は、二次仮

置場へ搬入するとともに、災害廃棄物処理実行計画を策定して処

理にあたる。 

■対策の流れ 

〇ごみ処理 

・一次仮置場の設置 

 

１ トイレの確保 

発災後３日目までは、し尿収集車によるし尿の収集・運搬が困難

な状況が予想されることから、区は、し尿収集車による収集を要し

ない災害用トイレを確保し、対応する。仮設トイレ等を設置する

際には、女性・要配慮者、子供等の安全性の確保等に配慮して、

バリアフリートイレの確保や設置場所の選定等を行う。 

■対策の方針 

○ 発災後、緊急道路障害物除去路線を優先して障害物を除去し、

応急集積場所（区立公園等）に搬入する。 

○ 倒壊住家のがれきは、地区集積所・一次仮置場を設置し                           

                                                  

                                                            

      搬入するとともに、災害廃棄物処理実行計画を策定して処理

にあたる。 

■対策の流れ 

〇ごみ処理 

・一次集積場所の設置 

 

１ トイレの確保 

発災後３日目までは、し尿収集車によるし尿の収集・運搬が困難

な状況が予想されることから、区は、し尿収集車による収集を要し

ない災害用トイレを確保し、対応する。（追加）               
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第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

174 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 ごみ処理 

区は、所管区域内の被災状況を把握し、ごみの発生推定量を算出

して、一次仮置場の決定など、災害廃棄物処理実行計画を速やか

に策定する。 

ごみ収集機材、人員不足の場合は、都に応援を要請する。 

 

第３節 がれき処理 

１ 緊急道路障害物除去路線のがれき処理 

区は、区立公園等に一次仮置場を設置し、発災直後に緊急道路

障害物除去路線及び避難所までの接続道路から撤去したがれきを一

時的に集積する。その後、可能な限り家庭ごみを処理している既

存ルートで処理を行う。なお、がれきの性状などによって既存ル

ートでの処理が困難な場合は、災害時協力協定団体等に処理を委

託する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 ごみ処理 

区は、所管区域内の被災状況を把握し、ごみの発生推定量を算出

して、一次集積場所の決定など、災害廃棄物処理実行計画を速やか

に策定する。 

ごみ収集機材、人員不足の場合は、都に応援を要請する。 

 

第３節 がれき処理 

１ 緊急道路障害物除去路線のがれき処理 

区は、区立公園等に応急集積場所を設置し、発災直後に緊急道路

障害物除去路線及び避難所までの接続道路から撤去したがれきを一

時的に集積する。災害廃棄物処理実行計画に基づき、一次仮置場

が設置された場合は、がれきを移送し、現状復帰を行う。   
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２ 災害廃棄物処理実行計画の作成 

区は、被災家屋調査、道路障害物等の結果をもとに、がれきの発

生量を推定し、（削除）        一次仮置場や最終処分場

を検討し、「災害廃棄物処理実行計画」を作成する。作成にあたっ

ては、都環境局等との連絡調整を行う。都は、区からの被害状況の

報告をもとに東京都災害廃棄物処理推進計画を作成する。 

（削除）        一次仮置場は区所有地とするが、都

有地、国有地、民有地については、都、国、地権者に要請し、順次

設置する。 

 

３ 建物解体・撤去の申請受付 

(1) 申請受付の準備 

区は、解体・撤去を実施するにあたり、解体業者との委託契

約の締結、（削除）   一次仮置場の設置、受付窓口の設置等

の準備を行う。窓口は、区役所及び各事務所に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害廃棄物処理実行計画の作成 

区は、被災家屋調査、道路障害物等の結果をもとに、がれきの発生

量を推定し、応急集積場所・地区集積所・一次仮置場や最終処分

場を検討し、「災害廃棄物処理実行計画」を作成する。作成にあた

っては、都環境局等との連絡調整を行う。都は、区からの被害状況

の報告をもとに東京都災害廃棄物処理推進計画を作成する。 

応急集積場所・地区集積所や一次仮置場は区所有地とするが、

都有地、国有地、民有地については、都、国、地権者に要請し、順

次設置する。 

 

３ 建物解体・撤去の申請受付 

(2) 申請受付の準備 

区は、解体・撤去を実施するにあたり、解体業者との委託契

約の締結、地区集積所・一次仮置場の設置、受付窓口の設置等

の準備を行う。窓口は、区役所及び各事務所に設置する。 
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第４節 

 

 

 

 

 

 

175 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

176 

 

 

 

 

 

 

４ がれき処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 動物保護の体制 

…（略）… 

区は、篠崎公園のドッグランに動物救護所を設置し、迷子等の被

災動物の保護について応急対応を実施して、都、関係団体等へ協力

する。なお、新左近川親水公園のドッグランを動物救護所の予備

施設とする。 

 

４ がれき処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c 

 

 

 

 

 

１ 動物保護の体制 

…（略）… 

区は、篠崎公園のドッグランに動物救護所を設置し、迷子等の被災

動物の保護について応急対応を実施して、都、関係団体等へ協力す

る。（追加）                                  
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第 13 章 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 

 

 

 

第 14 章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

177 

 

 

 

 

 

 

 

179 

 

 

 

180 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13 章 交通・ライフライン施設の復旧 

■対策の体系と実施機関 

２ ガス施設 

東京ガスグループ     は、施設を点検し、機能及び安全

性を確認するとともに、必要に応じて調整修理する。 

 

第 14 章 放射性物質対策 

■対策の体系と実施機関 

江戸川・葛西・小岩消防署 

（削除） 

…（略）… 

■対策の方針 

（削除）       区内において、再び東日本大震災と同

様の事態が発生した場合に備え、区民の健康被害に関する不安及び

心理的動揺や混乱をできる限り低くするような対策を取る必要があ

る。 

 

 

第 13 章 交通・ライフライン施設の復旧 

■対策の体系と実施機関 

 

 

 

 

 

 

２ ガス施設 

東京ガスネットワーク（株）は、施設を点検し、機能及び安全

性を確認するとともに、必要に応じて調整修理する。 

 

第 14 章 放射性物質対策 

■対策の体系と実施機関 

江戸川・小岩・葛西消防署 

都港湾局 

…（略）… 

■対策の方針 

今回の経験を踏まえて、区内において、再び東日本大震災と同

様の事態が発生した場合に備え、区民の健康被害に関する不安及び

心理的動揺や混乱をできる限り低くするような対策を取る必要があ

る。 
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第 15 章 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 章 

第１節 

 

 

 

 

 

183 

 

 

 

 

 

 

 

184 

 

 

 

 

187 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

 

第 15 章 区民生活の安定 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 被災者の生活相談 

（２）コールセンターの設置 

区は、区民等からの電話による通報や問い合わせに対応するた

め、特設電話等を確保しコールセンターを設置する。 

 

６ その他の生活支援 

（６）東日本電信電話（株）東京東支店              

         

 

２ 災害救助法の適用申請 

（２）被災世帯の算定基準 

ア 被災世帯の算定 

住家が滅失した世帯数は、滅失した世帯が１世帯で１世帯、半

壊、半焼する等著しく損傷した世帯が２世帯で１世帯、床上浸

水、土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態と

なった世帯が３世帯で１世帯とする。 

第 15 章 区民生活の安定 

■対策の体系と実施機関 

 

１ 被災者の生活相談 

（２）コールセンターの設置 

区は、区民等からの電話による通報や問い合せ に対応するた

め、特設電話等を確保しコールセンターを設置する。 

 

６ その他の生活支援 

（６）ＮＴＴ東日本（株）、ＮＴＴコミュニケーションズ（株）、

（株）ＮＴＴドコモ 

 

２ 災害救助法の適用申請 

（２）被災世帯の適用基準 

住家の滅失、半壊等の認定は、災害の被害認定基準による。 

住家が滅失した世帯の算定は、住家の全壊（全焼、流失）した世

帯を基準とする。半壊等については、次のとおりとみなして、換

算を行う。                         
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190 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 住家の滅失等の認定 

① 住家が滅失したもの（「全壊、全焼又は流失」という。）住家

の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積が、その住家の延床

面積の 70％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素

の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損

害割合が 50％以上に達した程度のもの。 

② 住家が半壊・半焼する等著しく損傷したもの（「半壊又は半

焼」という。）住家の損壊又は焼失した部分の床面積が、その住家

の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な構成要

素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の

損害割合が 20％以上 50％未満のもの。 

このうち、大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住すること

が困難なもので、具体的には、損傷部分がその住家の延床面積の

50％以上 70％未満、又はその住家の損害割合が 40％以上 50％未

満のものを大規模半壊とし、大規模半壊に至らないまでも住宅に

居住するために最低限必要な「居室の壁、床又は天井のいずれか

の室内に面する部分」の過半の補修を含む「相当規模の補修」が

必要なもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

30％以上 50％未満、又はその住家の損害割合が 30％以上 40％未

満のものを中規模半壊とする。 

③ 住家が半壊又は半焼に準ずる程度に損傷したもの（「準半壊」

という。）損壊部分がその住家の延床面積の 10％以上 20％未満の

もの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め
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る損害割合で表し、その住家の損害割合が 10％以上 20％未満のも

の。 

④ 住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住すること

ができない状態となったもの（「床上浸水」という。） 

⑤ 上記①から④に該当しない場合であって、浸水がその住家の

床上に達した程度のもの、又は土石、竹木等の堆積等により一時

的に居住することができない状態となったもの。 

ウ 世帯及び住家の単位 

世帯とは、生計を一つにしている実際の生活単位をいう。 

住家とは、現実に居住のため使用している建物をいう。ただ

し、耐火構造のアパート等で居住の用に供している部屋が遮断、

独立しており、日常生活に必要な設備を有しているもの等につい

ては、それぞれをもって、１住家として取り扱う。 

（３）激甚災害法の指定基準 

ア 激甚災害指定基準 

昭和 37 年 12 月７日中央防災会議が決定した基準であり、国が

特別の財政援助等の措置を行 

う必要がある事業の種類別に基準を定めている。 

イ 局地激甚災害指定基準 

① 災害を市町村段階の被害の規模で捉え、激甚災害※として指

定すること等の基準は、昭和 43 年 11 月 22 日の中央防災会議にて

定められた。 

※「住家」とは、現実に居住のために使用している建物であり、

社会通念上の住家であるかどうかは問わない。ただし、耐火構造

のアパート等で居住の用に供している部屋が遮断、独立してお

り、日常生活に必要な設備を有しているもの等は、それぞれ「1 住

家」として取り扱う。 

※「世帯」とは、生計を一にしている実際の生活単位をいう。 
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第４部 

水害対

応の考

え方と

取り組

み 

第１章 

第一節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

196 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

197 

 

 

 

② 局地激甚災害指定基準による公共土木施設等及び農地等に係

るものについては災害査定によって決定した災害復旧事業費が指

標とされている。 

※激甚災害（激甚災害制度） 

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和

37 年法律第 150 号）に基づき、一般の災害復旧事業補助や災害復

旧貸付等の支援措置に加えて特別に設けられる補助制度をいう。 

 

第１節 外水氾濫 

…（略）… 

このような事態が想定される中、特に重要なことは、大規模な水

害を引き起こす台風や大雨などの正確な気象情報の把握と情報伝達

である。また、250 万人の避難には相当程度の時間を要することか

ら、早期に自主的に避難できる情報を伝達する必要がある。現在、

江東５区の中では、気象庁や河川事務所の協力を得て、氾濫発生の

３日前を目安に情報を発信できる見込みである。江戸川区における

水害対応の考え方としては、浸水域（江東５区）を出て、標高が高

い地域や浸水のおそれがない地域へ避難する「広域避難」を基本

としている。 

 

第２節 内水氾濫 

…（略）… 

更に近年では、１時間当り 50mm を超える           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 外水氾濫 

…（略）… 

このような事態が想定される中、特に重要なことは、大規模な水

害を引き起こす台風や大雨などの正確な気象情報の把握と情報伝達

である。また、250 万人の避難には相当程度の時間を要することか

ら、早期に自主的に避難できる情報を伝達する必要がある。現在、

江東５区の中では、気象庁や河川事務所の協力を得て、氾濫発生の

３日前を目安に情報を発信できる見込みである。江戸川区における

水害対応の考え方としては、浸水域（江東５区）を出て、標高が高

い地域や浸水のおそれがない地域へ避難する「広域避難」を行う必

要がある。 

 

第２節 内水氾濫 

…（略）… 

更に近年では、下水道の整備水準（１時間当り 50mm の降雨）を 
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第２章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

199 

 

  

 

 

 

 

 

200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   豪雨が頻発しているほか、地下利用の増加などにより、地

下施設（地下駐車場、地下駐輪場）における浸水被害や地下室への

浸水被害も発生している。 

 

５ 江戸川区水害ハザードマップ 

…（略）… 

これらの背景を踏まえ、区では住民の避難行動に直結する利用者

目線に立った水害ハザードマップの見直しを行った。 

また、令和６年１２月の東京都による高潮浸水想定区域図の見直

しに併せて、区民にとって見やすく・分かりやすい改定を行って

いる。 

 

８ 浸水・排水シミュレーション 

区は、より詳細な時系列でまとめられた避難計画を作成するため

に、東京都で作成された高潮浸水想定区域図及び東京都における排

水作業準備計画を活用し、浸水が想定される江戸川区管内の各拠点

施設について、１時間単位における高潮浸水・排水シミュレーショ

ンを令和４年度に行った。これにより、１時間ごとの浸水・排水状

況を把握した。            

この結果を基に、令和６年度に避難行動要支援者の避難先の検

討を行った。  

 

９ 江戸川区業務継続計画（水害編）の策定 

上回る豪雨が頻発しているほか、地下利用の増加などにより、地下

施設（地下駐車場、地下駐輪場）における浸水被害や地下室への浸

水被害も発生している。 

 

５ 江戸川区水害ハザードマップ 

…（略）… 

これらの背景を踏まえ、区では住民の避難行動に直結する利用者目

線に立った水害ハザードマップの見直しを行った。 

（追加）                          

                              

    

 

８ 浸水・排水シミュレーション 

区は、より詳細な時系列でまとめられた避難計画を作成するため

に、東京都で作成された高潮浸水想定区域図及び東京都における排

水作業準備計画を活用し、浸水が想定される江戸川区管内の各拠点

施設について、１時間単位における高潮浸水・排水シミュレーショ

ンを令和４年度に行った。これにより、１時間ごとの浸水・排水状

況を把握するとともに、今後の避難対策において検討が必要な項

目を整理していく。                           

       

 

（新設） 
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情報収

集・伝

達 

第１章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

202 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区内において、想定最大規模を被害想定として、また発災５日

前から発災後１か月先までのタイムラインを設定し、各部署の水

害時に行う非常時優先業務及び対応体制を整理した。 

 これにより、職員防災訓練などを継続的に行いながら検証し実

効性を高めていく。 

 

１ 伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（修正） 
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203 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

204 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

205 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 洪水予報 

（３）水位と基準地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 高潮予報 

（４）都が観測する潮位と基準地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 洪水予報 

（３）水位と基準地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 高潮予報 

（４）都が観測する潮位と基準地点 
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４ 水防警報 

 

 

 

 

 

 

４ 水防警報 
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第１章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

207 

 

 

 

 

212 

 

 

 

 

213 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 情報連絡態勢の配備 

区は、 洪水・高潮予報、水防警報が発表されたときには、防災

関係機関に情報連絡責任者を置くなど情報窓口の一本化を図り、災

害情報の輻輳を防止することに努める。 

 

想定される対策の流れ（外水氾濫[想定最大規模]） 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の死体調査（検視）・検案 

 

第１章 江戸川区周辺の浸水想定区域 

（図の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 情報連絡態勢の配備 

（追加）洪水・高潮予報、水防警報が発表されたときには、防災

関係機関に情報連絡責任者を置くなど情報窓口の一本化を図り、災

害情報の輻輳を防止することに努める。 

 

想定される対策の流れ（外水氾濫[想定最大規模]） 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の検視・検案 
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第６節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

217 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する

者） 

…（略）… 

○自力による避難が困難で特に支援を要する避難行動要支援者

は、予め指定された福祉施設や可能な限り近距離の福祉避難室へ

避難する。 

 

１ 要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する

者） 

…（略）… 

○在宅の自ら移動が困難な人であっても、救助活動を効率的に行

うため、可能な限り近距離の待避施設へ避難する。          
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第３章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

219 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

223 

 

 

 

第３章 大規模水害時の初動計画 

第６節 区内福祉避難室の開設 

 区は、広域避難が困難な避難行動要支援者のために、区内の待

避施設の指定した部屋や区民施設等を福祉避難室として開設す

る。 

第３章 大規模水害時の初動計画 

 

（新設） 
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第４章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

224 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

227 

 

 

 

 

 

 

228 

第７節 避難に関わる区民への問い合わせ対応 

第８節 福祉施設の対応 

第９節 警察・消防の対応 

第 10 節 通常業務の中止又は縮小 

 

１ 救助 

…（略）… 

区は、待避施設に配備したボート等の移動手段を活用し、応急

対応を行う 。 

２ 救助した避難者の輸送 

区は、警察・消防・自衛隊等の協力を得て、救助拠点へ救助した

避難者を広域避難先へ輸送する。区は都や警察、交通機関ととも

に、利用可能な道路網、交通手段を確認・整理し、高速道路などの

高架区間などを輸送経路とし、浸水区  域外へ避難者を輸送す

る。輸送は負傷者や要配慮者等を優先して行う。 

 

外水氾濫（計画規模） 

情報収集期（警戒レベル１） 

情報監視期（警戒レベル２相当） 

情報連絡期（警戒レベル３・４相当） 

災害即応期（警戒レベル５相当） 

応急復旧対応期 

※Ｐ228、Ｐ235、Ｐ236、Ｐ243、Ｐ244 も同様修正 

想定される対策の流れ（外水氾濫[計画規模]） 

第６節 避難に関わる区民への問い合わせ対応 

第７節 福祉施設の対応 

第８節 警察・消防の対応 

第９節  通常業務の中止又は縮小 

 

１ 救助 

…（略）… 

区は、待避施設に配備したボート等の移動手段を確保し、避難者

を救助する。 

あ２ 救助した避難者の輸送 

区は、警察・消防・自衛隊等の協力を得て、救助拠点へ救助した避

難者を広域避難先へ輸送する。区は都や警察、交通機関とともに、

利用可能な道路網、交通手段を確認・整理し、高速道路などの高架

区間などを輸送経路とし、浸水（追記）域外へ避難者を輸送する。

輸送は負傷者や要配慮者等を優先して行う。 

 

外水氾濫（計画規模） 

情報収集期（レベル１） 

情報監視期（レベル２） 

情報連絡期（レベル３） 

災害即応期（追加） 

応急復旧対応期 

 

想定される対策の流れ（外水氾濫[計画規模]） 
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第１章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

229 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

230 

 

 

 

 

 

 

236 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の死体調査（検視）・検案 

 

計画規模の外水氾濫に対する避難行動の原則は、次のとおりとす

る。 

○原則 広域避難等 

気象情報等から外水氾濫が予想されるときは、できるだけ早期に

区外の浸水しない地域又は、高い土地（千葉県の国府台の下総台

地及び武蔵野台地など）へ自主的に避難を行うことを原則とする。 

…（略）… 

〈高潮時の避難指示等の発令基準〉 

・氾濫の発生、又は、高潮特別警戒水位に到達し、高潮氾濫発生情

報が発表されたとき 

【高潮特別警戒水位：辰巳水門 4.20 m】 

 

２ 避難情報の伝達 

…（略）… 

（３）要配慮者利用施設への伝達 

要配慮者は避難に時間がかかる場合や、一人では避難できない場

合がある。そのため、（削除）    避難情報は迅速かつ確実に

受け取れる連絡体制を整備し、以下の方法により伝達する。 

 

想定される対策の流れ（内水氾濫[集中豪雨]） 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の検視・検案 

 

計画規模の外水氾濫に対する避難行動の原則は、次のとおりとす

る。 

○原則 高台避難 

気象情報等から外水氾濫が予想されるときは、できるだけ早期に

区外の（追加）      高い土地（千葉県の国府台の下総台

地及び武蔵野台地など）へ自主的に避難を行うことを原則とする。 

…（略）… 

〈高潮時の避難指示等の発令基準〉 

・氾濫の発生、又は、高潮特別警戒水位に到達し、高潮氾濫発生情

報が発表されたとき 

【高潮特別警戒水位：辰巳水門 3.90 m 】 

 

２ 避難情報の伝達 

…（略）… 

（３）要配慮者利用施設への伝達 

要配慮者は避難に時間がかかる場合や、一人では避難できない場

合がある。そのため、一般の人より、避難情報は迅速かつ確実に

受け取れる連絡体制を整備し、以下の方法により伝達する。 

 

想定される対策の流れ（内水氾濫[集中豪雨]） 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

第１章 

第１節 

 

 

 

 

第２章 

第４節 

 

 

 

 

第５節 

 

 

 

 

 

第７節 

 

 

 

 

 

237 

 

 

 

 

 

239 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

240 

 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の死体調査（検視）・検案 

 

大雨等により内水氾濫の危険性が高まったときは、区からの避難

情報に基づき、最新の江戸川区水害ハザードマップで事前に確認

しておいた想定される浸水深より高いところへ避難する。自宅にお

いて浸水深よりも高いところへ避難できない場合は、待避施設の浸

水しない階へ避難する。 

 

第４節 交通路の確保 

警察は、浸水の状況等を勘案して交通規制を行う。 

区は、排水完了後に緊急道路障害物除去路線を優先に障害物を除

去する。除去した障害物は区立公園等に設置した応急集積場所に搬

入し、その後処理を行う。 

 

１ 要配慮者等の支援 

…（略）… 

一時保護所は、状況に応じて広域避難先候補施設と連絡をと

り、避難受入れを要請するとともに、児童の移送手段の準備を始め

る。 

 

第７節 行方不明者の捜索・遺体の取扱・火葬 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の検視・検案 

 

大雨等により内水氾濫の危険性が高まったときは、区からの避難

情報に基づき、最新の浸水想定区域図      で事前に確認

しておいた想定される浸水深より高いところへ避難する。自宅にお

いて浸水深よりも高いところへ避難できない場合は、待避施設の浸

水しない階へ避難する。 

 

第４節 交通路の確保 

警察は、浸水の状況等を勘案して交通規制を行う。 

区は、排水完了後に緊急道路障害物除去路線を優先に障害物を除

去する。除去した障害物は区立公園等に設置した一次集積場所に搬

入し、その後処理を行う。 

 

１ 要配慮者等の支援 

…（略）… 

一時保護所は、（追加）   広域避難先候補施設と連絡をと

り、避難受入れを要請するとともに、児童の移送手段の準備を始め

る。 

 

第７節 行方不明者の捜索・遺体の取扱・火葬 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

第４部 

初動応

急計画 

 

 

付編 

第１章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

244 

 

 

 

 

261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行方不明者が発生した場合、区は、警察、自衛隊と連携して捜索

及び遺体の収容を行う。遺体は警察による死体調査（検視）、都監

察医務院等による検案等を経て、遺族に引き渡す。 

 

想定される対策の流れ（複合災害[地震＋洪水＋高潮]） 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の死体調査（検視）・検案 

 

第１節 策定の目的 

…（略）… 

そのため本区としては、今後の国や都の動向に注視し、必要に応

じて地域防災計画に反映していくこととする。 

○南海トラフ地震に関する情報の種類と発表条件（気象庁ＨＰよ

り抜粋） 

 「南海トラフ地震に関連する情報」は、南海トラフ全域を対象

に地震発生の可能性の高まりについてお知らせするもので、この

情報の種類と発表条件は以下のとおりです。 

 

＜「南海トラフ地震に関連する情報」の種類及び発表条件＞ 

 「南海トラフ地震に関連する情報」は、以下の２種類の情報名

で発表します。 

行方不明者が発生した場合、区は、警察、自衛隊と連携して捜索

及び遺体の収容を行う。遺体は警察による遺体調査（検視）、都監

察医務院等による検案等を経て、遺族に引き渡す。 

 

想定される対策の流れ（複合災害[地震＋洪水＋高潮]） 

応急復旧対応期 

（応急活動、復旧活動） 

○遺体の検視・検案 

 

第１節 策定の目的 

…（略）… 

そのため本区としては、今後の国や都の動向に注視し、必要に応じ

て地域防災計画に反映していくこととする。 

（新設） 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

263 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 社会的混乱を防止するため緊急に整備する事業 

…（略）… 

 

 

 

 

 

２ 被害の発生を最小限に止めるため緊急に整備する事業 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 社会的混乱を防止するため緊急に整備する事業 

…（略）… 

 

 

 

 

 

２ 被害の発生を最小限に止めるため緊急に整備する事業 

…（略）… 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 

 

 

 

 

264 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 公共施設対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 広報 

（５）東京ガスグループの広報計画 

 

２ 教育指導 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 公共施設対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 広報 

（５）東京ガス     の広報計画 

 

２ 教育指導 

…（略）… 
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部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

265 

 

 

 

 

 

266 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）教育指導方法 

児童・生徒に対しては、「防災ノート～災害と安全～」、防災ブ

ック「東京くらし防災」・「東京防災」             

                              

を活用し、地震に関する防災教育を推進する。 

 

３ 事業所に対する指導（消防署） 

（１）対象事業所 

消防法及び火災予防条例等  により消防計画等   を作成す

ることとされている事業所。 

（２）指導内容 

① 消防計画、全体についての消防計画に定める事項 

ア 自衛消防の組織に関すること。 

イ 地震の情報及び警戒宣言の伝達に関すること。 

ウ 避難誘導に関すること。 

エ 施設及び設備の点検及び整備その他地震による被害の発 

生の防止又は軽減を図るための応急対策に関すること。 

オ 大規模な地震に係る防災訓練の実施に関すること。 

カ 大規模な地震による被害の発生の防止又は軽減を図るた 

めに必要な教育及び広報に関すること。 

② 予防規程（削除）  に定める事項 

（危険物の規制に関する規則第 60 条の 2 第 2 項に規定する事項を

含む。） 

 

（２）教育指導方法 

児童・生徒に対しては、「防災ノート～災害と安全～」及び高等学

校「保健」補助教材「災害の発生と安全・健康～3.11 を忘れない

～」、防災ブック「東京くらし防災」・「東京防災」、「防災ノート」

を活用し、地震に関する防災教育を推進する。 

 

３ 事業所に対する指導（消防署） 

（１）対象事業所 

消防法及び火災予防条例（追加）により消防計画（追加）を作成

することとされている事業所。 

（２）指導内容 

① 消防計画に定める事項            

ア 自衛消防の組織に関すること。 

イ 地震の情報及び警戒宣言の伝達に関すること。 

ウ 避難誘導に関すること。 

エ 施設及び設備の点検及び整備その他地震による被害の発 

生の防止又は軽減を図るための応急対策に関すること。 

オ 大規模な地震に係る防災訓練の実施に関すること。 

カ 大規模な地震による被害の発生の防止又は軽減を図るた 

めに必要な教育及び広報に関すること。 

② 予防規程（危険物施設）に定める事項 

(但し、石油コンビナート等災害防止法に基づく特定事業所を除

く。) 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 施設の安全を確保するための操業の制限・停止、その他 

の措置に関すること。 

イ 休日・夜間等における従業員の参集・連絡に関すること。 

ウ 危険物等の流出拡散防止のための設備・資器材の点検・ 

配置、その他の措置に関すること。 

エ 危険物貯蔵タンク等の液面管理に関すること。 

オ 危険物等に係る施設の安全を確保するための緊急遮断装置等の

点検に関すること。 

カ 火気の使用制限・禁止等出火防止のための措置に関する 

こと。 

キ 消火のための設備装置の点検、その他の措置に関するこ 

と。 

ク 警戒宣言に関する教育・訓練に関すること。 

ケ タンクローリー等による危険物輸送の安全対策に関す 

ること。 

コ 区民に対する広報に関すること。 

サ その他、地震防災上必要な措置に関すること。 

③ 事業所防災計画に定める事項 

ア 防災体制の確立に関すること。 

イ 情報の収集伝達に関すること。 

ウ 安全対策面からの営業の方針に関すること。 

エ 出火防止及び初期消火に関すること。  

④ 指導方法 

ア 防災指導等印刷物による指導。 

ア 施設の安全を確保するための操業の制限・停止、その他 

の措置に関すること。 

イ 休日・夜間等における従業員の参集・連絡に関すること。 

ウ 危険物等の流出拡散防止のための設備・資器材の点検・ 

配置、その他の措置に関すること。 

エ 危険物貯蔵タンク等の液面管理に関すること。 

オ 危険物等に係る施設の安全を確保するための緊急遮断 

装置等の点検に関すること。 

カ 火気の使用制限・禁止等出火防止のための措置に関する 

こと。 

キ 消火のための設備装置の点検、その他の措置に関するこ 

と。 

ク 警戒宣言に関する教育・訓練に関すること。 

ケ タンクローリー等による危険物輸送の安全対策に関す 

ること。 

コ 区民に対する広報に関すること。 

サ その他、地震防災上必要な措置に関すること。  

（新設） 

 

 

 

 

③ 指導方法 

ア 防災指導等印刷物による指導。 

江戸川区地域防災計画令和７年度修正（案）新旧対照表【本冊】 

※部・章及び頁は令和５年度版の数字です。 

資料４ 



- 79 - 

 

 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 講習会・後援会・その他各種集会による指導。 

ウ 各種業界・団体等の自主防災研修による指導。 

エ その他、立入検査等消防行政執行時における指導。 

 

４ 防災訓練 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 講習会・後援会・その他各種集会による指導。 

ウ 各種業界・団体等の自主防災研修による指導。 

エ その他、立入検査等消防行政執行時における指導。 

 

４ 防災訓練 

…（略）… 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第３章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

270 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 活動態勢 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 活動態勢 

…（略）… 
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部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

274 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 混乱防止措置 

…（略）… 

 

 

１．警戒宣言時の情報伝達 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 混乱防止措置 

…（略）… 

 

 

 

 

 

 

１．警戒宣言時の情報伝達 
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部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

275 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

277 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 警戒宣言時の情報伝達 

…（略）… 

（２）防災関係機関の広報 

① 東京ガスグループ 

区民に対し、不使用中のガス栓が閉止されていることの確認、地

震が発生したときにおける使用中のガス栓の即時閉止等を要請す

る。また、テレビ、ラジオ等の報道機関に対して前述の広報内容を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 警戒宣言時の情報伝達 

…（略）… 

（２）防災関係機関の広報 

① 東京ガスネットワーク㈱ 

区民に対し、不使用中のガス栓が閉止されていることの確認、地

震が発生したときにおける使用中のガス栓の即時閉止等を要請す

る。また、テレビ、ラジオ等の報道機関に対して前述の広報内容を
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

278 

 

 

 

 

 

 

 

 

279 

 

 

 

 

 

報道するよう要請する。更に地方自治体とも必要に応じて連携を図

る。 

② 東京電力パワーグリッド㈱ 

テレビ・ラジオ等の報道機関を通じて、地震時の具体的な電気の

安全措置に関する広報を行う。 

③ 東日本電信電話（株）東京東支店 

判定会招集の報道開始後及び警戒宣言発令後、テレビ・ラジオ等

マスコミを通じ、次について広報する。 

 

１ 消防対策（消防署） 

（１）活動体制 

① 消防部隊の編成強化 

全消防職員・団員の招集 

（削除）                       

      

② 高所見張、情報活動隊等による警戒態勢の確保  

区内 10 か所に消防職員を派遣し、火災の早期発見に努める。 

 

２ 水防対策 

（２）東京都江東治水事務所 

…（略）… 

 

報道するよう要請する。更に地方自治体とも必要に応じて連携を図

る。 

② 東京電力パワーグリッド㈱ 

テレビ・ラジオ等の報道機関を通じて、地震時の具体的な電気の

安全措置に関する広報を行う。 

③ ＮＴＴ東日本㈱        

判定会招集の報道開始後及び警戒宣言発令後、テレビ・ラジオ等

マスコミを通じ、次について広報する。 

 

１ 消防対策（消防署） 

（１）活動体制 

①消防部隊の編成強化 

ア 全消防職員・団員の招集 

イ 警戒派遣所（臨時屯所）への消防隊の派遣（江戸川区内 

10 か所）  

② 高所見張、情報活動隊等による警戒態勢の確保  

区内 10 か所に消防職員を派遣し、火災の早期発見に努める。 

 

２ 水防対策 

（２）東京都江東治水事務所 

…（略）… 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第６節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

287 

 

 

 

 

 

290 

 

 

 

 

 

 

293 

 

 

 

 

 

 

 

 

294 

 

１ 学校（区立幼稚園・小学校・中学校） 

…（略）… 

⑤ 小・中学校特別支援 学級の児童・生徒については、保護者

に引き渡し、引き取りのない者について学校で保護することは、幼

稚園・小学校と同様とする。 

 

４ 社会福祉施設 

…（略）… 

（３）警戒宣言が発せられた時の一時保護の措置 

 警戒宣言が発せられたら、新規の入所は可能な限り受け入れ、

状況に応じて              他区の児童相談所や 

一時保護所等への一時保護委託をするよう努める。        

 

１ 電気 

…（略）… 

② 通信網の確保 

保安通信設備の点検、整備を行い、必要に応じ緊急時運用体制の

確立を行う。 

また、社外的には東日本電信電話（株）東京東支店・ＪＲ東日

本・警察・消防・諸官庁等との連携を密にし通信網の確保に努め

る。 

 

３ 上水道対策 

１ 学校（区立幼稚園・小学校・中学校） 

…（略）… 

⑤ 小・中学校心身障害児学級の児童・生徒については、保護者に

引き渡し、引き取りのない者について学校で保護することは、幼稚

園・小学校と同様とする。 

 

４ 社会福祉施設 

…（略）… 

（３）警戒宣言が発せられた時の一時保護の措置 

 警戒宣言が発せられたら、新規の入所の受け入れは中止、新規

に一時保護が必要な児童が発生した場合は、他区の児童相談所や

一時保護所等への一時保護委託をすることとする。 

 

１ 電気 

…（略）… 

② 通信網の確保 

保安通信設備の点検、整備を行い、必要に応じ緊急時運用体制の確

立を行う。 

また、社外的にはＮＴＴ東日本         ・ＪＲ東日

本・警察・消防・諸官庁等との連携を密にし通信網の確保に努め

る。 

 

３ 上水道対策 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

第 5 章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

298 

 

 

 

 

 

 

 

300 

警戒宣言時においても、水は平常どおり供給する。また、発災に

備えて飲料水を確保するなど次の内容の広報を行う。 

①当座の飲料水の汲み置きの要請                

  

 

３ 警戒宣言が発せられたときから発災まで 

…（略）… 

（２）火気の使用に注意する。 

① ガス等の火気器具類の使用は最小限に止め、いつでも消 

火できるようにする。 

② 火気器具周囲の整理整頓を確認する。 

③ ガスメーターのメーター栓位置を確認する。 

 

２ 警戒宣言が発せられたときから発災までの措置 

…（略）… 

（８）不要不急の電話の使用は中止するとともに、特に区・ 

警察署・消防署・放送局・鉄道等に対する問い合わせを控える。 

 

 

 

 

 

 

 

警戒宣言時においても、水は平常どおり供給する。また、発災に

備えて飲料水を確保するなど次の内容の広報を行う。 

①当座の飲料水の汲み置き及びトイレ用水等の生活用水確保 の要

請 

 

３ 警戒宣言が発せられたときから発災まで 

…（略）… 

（２）火気の使用に注意する。 

① ガス等の火気器具類の使用は最小限に止め、いつでも消 

火できるようにする。 

② 火気器具周囲の整理整頓を確認する。 

③ ガスメーターコックの位置を確認する。 

 

２ 警戒宣言が発せられたときから発災までの措置 

…（略）… 

（８）不要不急の電話の使用は中止するとともに、特に区・ 

警察署・消防署・放送局・鉄道等に対する問い合せを控える。 
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第４部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４部初動応急計画 

その５【津波対策編】 

基本的な考え方 

●基本的な考え方 

平成 23 年に発生した東日本大震災では、東北地方を中心と

した太平洋沿岸に想定を超える巨大津波が押し寄せ、甚大な被

害をもたらした。江戸川区の面する東京湾内湾においては、そ

の形状から大きな津波は起こりにくいと想定されており、江戸

川区では、防潮堤等の整備により市街地側で津波の被害が発生

する危険性は低いと考えられる。 

しかしながら、津波の発生原因となる地震動により、防潮堤

等が何らかの損傷を受け、十全の機能を発揮できない場合にお

いては、浸水被害が発生する可能性が考えられる。また、市街

地側に浸水がなくとも、区民が常日頃から憩う場である河川敷

や海岸部の浸水は想定されているため、津波への対策を考慮す

る必要がある。 

 

●津波の想定 

本計画では、東京都が令和４年５月 25 日に公表した「首都

直下地震等による東京の被害想定」を前提とし、江戸川区で

は、最大 T.P.+2.24ｍの津波高を想定する（「第 1 部総則及び資

料 24 を参照）。 

 

（新設） 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 

第１節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●津波警報・注意報の分類 

気象庁から発表される津波情警報・注意報の分類は下表の

とおりである。 

なお、江戸川区の津波予報区は「東京湾内湾」に当たる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 初動応急計画 

第１節 区の態勢 

 区に津波被害が想定される場合には、同時に地震が発生し

ている可能性が高く、基本的な区の対応は震災編に拠るとこ

ろとなる。しかし、震源が遠隔地などで区内が震度４未満であ

っても津波警報等が発生する可能性があるため、ここでは、区

内が震度４未満の場合における区の態勢について記載をする。 
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 新 旧  

部・章 頁 内 容 内容 備考欄 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 情報の収集・広報 

１ 津波情報の収集 

区は、気象庁から「東京湾内湾」に津波注意報・警報等が発

表された場合には、関係機関及び防災カメラ等の区独自の手段

を用いて情報収集を行う。 

２ 区民等への広報 

区は、津波注意報等が発表された場合には、情報の種類に応

じて、下表のとおり速やかに広報を行い、適切な避難行動を促

す。 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 避難行動 

１ 待避施設等の開放 

津波による被害から生命を守るには、迅速な避難行動が重要

である。 

大津波警報・津波警報発表時には、区は浸水のおそれのない

風水害時の待避施設等を開放し、少しでも高い場所への避難を

促す。 
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第４節 

 

 

 

 

 

 

なお、津波注意報発表時には、市街地側への浸水は想定されな

いことから、河川敷や海岸から市街地側や堤防上などの高い場

所への退避を促す注意喚起を行い、待避施設等の開放は行わな

い。 

 

２ 避難所の開設・運営 

津波被害により家屋等が被害を受け、居住が困難な区民等が

発生した場合、避難所を開設する。 

開設する避難所は被害地域や程度によって検討する。対策の

詳細は、【震災編】応急復旧計画 第４章 第３節「避難所の開

設・運営」に準拠する。 

 

３ 避難所の閉鎖 

詳細は、【震災編】応急復旧計画 第４章 第６節「避難所の閉

鎖」に準拠する。 

 

第４節 帰宅困難者対策 

津波により公共交通機関が運休した場合、帰宅困難者一時滞

在施設の開設を検討する。対策の詳細は【震災編】応急復旧計

画 第７章「帰宅困難者対策」に準拠する。 
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